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遠隔医療の更なる普及・拡大方策の検討のための調査研究の展望 

（H24-特別-指定-035） 

酒巻哲夫、斎藤勇一郎、長谷川高志  

群馬大学医学部附属病院 

                                             

 研究要旨  

遠隔医療の今後の普及、拡大策の調査を進めている。遠隔医療の有効な振興策、ロー

ドマップ作りのために、基本的な事柄から遠隔医療の実態を捉え直している。多数の

各領域専門家へのヒヤリングを実施して、実は遠隔医療の現実が捉えられないこと、

遠隔医療のための臨床研究の不足や、構築の人材が足りないことが明らかになった。 

    

 A.研究目的 

(1) 背景 

遠隔医療は、医師の偏在などによる医療

の不足を補う手法の一つとして期待されて

おり、実際に遠隔医療によって遠方の患者

に医療を提供している地域もみられている。

また、遠隔医療は、不必要な患者搬送や移

動の抑制による医療の効率化や、患者の専

門医へのアクセス向上などの利点もある。 

このため、厚生労働省は従前より遠隔医

療を推進しているが、遠隔医療の推進に向

けて、どのような対策が求められるか、現

在の制度で不適切な点はないか等、遠隔医

療推進に関わる状況を評価した上で、今後

の具体的な推進計画を策定する必要がある。

さらに、「日本再生戦略」（平成24年7月3

1日閣議決定）においては、遠隔医療のロー

ドマップを作成することが厚生労働省に求

められている。 

このような背景に基づき、日本の遠隔医

療の普及・拡大にとって必要な施策を探る

ため、調査を行うことを研究目的とする。 

本研究においては、先行研究での調査を

元に、比較的多くの遠隔診療事例を持つ医

療機関・地域を複数選び、その実施形態に

ついてヒアリング調査を行う。その結果に

基づき、遠隔診療を実施する上での現在の

制度的足枷や課題について整理する。 

   

B.研究方法 

(1) 遠隔医療の普及状況等の現状調査を実

施するための予備調査 

遠隔医療（DtoD・DtoP等）を先駆的に実

施している医療機関の医師等に、遠隔医療

の目的や利点、実施する上で困難を感じて

いる点などのヒアリング調査を実施する。 

(2) 日本の遠隔医療の代表的な実施形態の

調査 

先行研究での調査及び厚生労働省で実施

している遠隔医療補助事業を元に、遠隔診

療事例を持つ医療機関・地域・サービス事

業者について、どのような遠隔医療が実施

されているか、ヒアリングによる調査を実

施する。テレラジオロジー、テレパソロジ

ー、遠隔診療、モニタリング及び地域（へ

き地等）医療を対象とする。 

(3) ロードマップのための情報の整理 

上記の調査結果に基づき、今後行われる
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べき遠隔医療の普及推進策やそのロードマ

ップについて、医療情報分野の専門家であ

る班員及び必要に応じて関係する分野の有

識者の協力を得て検討を行い、研究班とし

ての遠隔医療の普及推進についてアイデア

をとりまとめる。 

 

Ｃ．研究結果 

１．研究の遂行状況 

遠隔医療の識者などへのヒヤリングを実

施した。これまで各所で語られていた遠隔

医療に関する情報は本質的な内容が乏しく、

今後の推進策を考えるのに不十分だったと

考えられる１。 

短期間に複数の遠隔医療実施者や専門研

究者を訪問・調査して、各々で詳しくディ

スカッションを行った。これまでの遠隔医

療に関する研究は、システム構築等の実施

者による活動成果報告が主で、社会的状況

を探る研究が限られていた。そのために限

定的な集団では周知でも、外部の人々には

知られていないことが多々あった。その詳

細を別報告１に示す。情報が無いところに適

切な振興策は作れない。この点は深い教訓

となった。 

２．遠隔医療の現状 

1)課題１ 

①遠隔医療の実態を把握できない。 

遠隔医療の実施件数を捉える継続的・系

統だった統計調査は行われていない。一例

としてテレラジオロジーについて、診療報

酬の実績から捉えることができない。テレ

ラジオロジーで用いられる診療報酬は画像

管理加算２（施設基準を満たす場合）、画

像診断料（満たさない施設や事業者）と二

種類あり、この二種類も必ず遠隔医療に用

いられている訳ではない。また厚生労働統

計での遠隔医療の実施施設と診療報酬の突

合も行われていない。実施施設数と実施件

数の双方が明らかではない。この点はテレ

パソロジーでも同様である。他種の遠隔医

療（テレビ電話診察やモニタリング）など

も日本遠隔医療学会などに研究報告をあげ

ている場合は把握できるが、それ以外で捉

えようがない。 

そのためテレラジオロジーさえ、新たな

の振興策を採るべきか、特別な活動が不要

か判断できない。 

②臨床的研究の不足（具体的手法開発不足） 

遠隔医療の研究の多くが、技術開発の結

果報告や少数事例の試行報告に留まってい

る。そのため臨床的な位置づけが定まらな

いものが多い。遠隔医療の研究者の疫学的

研究デザイン能力も不明である。そのため、

臨床的な意義（対象と有効性）、実施手順、

実施者の必要スキル等が定まらない。有効

性と実施手順が定まらないと、診療報酬化

でも大きく不利である。それは遠隔医療の

何に対して診療報酬を請求すべきか、どの

程度の金額が妥当か（効果とコストの見合

い）が定まらない。 

③遠隔医療を構築できる人材の不足 

遠隔医療は、テレラジオロジーなど形態

が固まっているもの（医師派遣などで、形

態が元々定まっていた等）を除くと、何を

どう作れば良いのか、知る人が少ない。多

くは地域内、医療機関同士の調整が必要だ

が、医療と技術に通じて、調整能力を持つ

人材は希少価値であり、大きな課題である。

これは施設の医療者、遠隔医療技術の開発

者だけでなく、地方行政など地域をリード

する場でも問題である。遠隔医療をはじめ
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とする医療ＩＣＴをどのように指導すべき

か、心得た県関係者も少ない。 

④診療報酬化への活動が弱い 

遠隔医療関係者は、「診療報酬がほしい」

としか言わない。どの報酬をいくら欲しい

か明確に示し、その根拠情報（患者数、手

法や効果、手間など）を示せない試行では、

推進力として弱い。前述の臨床研究不足と

共通の課題だが、奥底には遠隔医療関係者

の診療報酬制度を初めとする医療制度に関

する知識不足もあると考えられる。 

⑤診療報酬での遠隔医療の位置づけが弱い。 

項目不足や報酬額不足以前の課題がある。

先述の実数を捉えられないことと共通する

課題がある。具体的な3点を示す。 

・施設設置基準が実態に合わないものがあ

る。画像管理加算２，術中迅速診断標本作

製料の施設基準は、画像診断医や病理医の

技能よりも、施設の人員規模や業務件数に

重点を置いている。そのため独立開業もし

くは小規模施設に在籍する専門医による遠

隔医療での請求ができない。このため、こ

れらを用いずに画像診断料でテレラジオロ

ジーを実施する事例がとても多い。この問

題がある限り、診療報酬上から遠隔医療実

施件数を計数することが難しい。 

・遠隔診療が電話再診扱いなので、諸制約

が大きい。特定疾患指導管理料や処方箋発

行料などの加算が取れない。また200床以上

の病院での遠隔診療の実施に報酬が無い

（再診料ではなく、外来指導料になるため）。

地方では200床以上でもプライマリケアを

担う施設が少なくないので障害となる。 

・他施設での遠隔医療に対する患者からの

医療費徴収の簡便な手段がほしい。施設間

での契約（術中迅速病理標本作製料の配分）、

先方施設での画像管理加算２の請求など、

繁雑な事務負担がある。恣意的な手続き、

直接通院の無い患者への請求手段などの検

討が求められる。 

⑤関係者・団体の連携が弱い。 

遠隔医療研究者だけではなく、各疾病の

専門家（専門学会）との共同歩調で政策の

推進、振興策の立案を行う必要がある。遠

隔医療関係者だけでのアクションが、現場

の医療行為への障害となってはならない。 

現時点では遠隔医療関係者が他学会との

協調した研究を行う事例が少ない。これを

増やすことが欠かせない。遠隔医療研究者

が各学会に乗り出すことが重要だが、連携

の効率を高めるために厚生労働省などが複

数学会に連携や協調を指導することを大き

く歓迎する。 

 

2)遠隔医療の構築について 

①通信技術や情報技術の概況 

近年の進歩と低価格化で、大きく障壁が

下げられた。この研究開発は、医療とは関

係無く、社会全般の動きとして進んだ。 

②医療に関する情報通信者の知識が不足 

情報通信技術の研究者・技術者と医療者

の連携にも課題があると考えられる。 

医療者は、システムインテグレーターで

無ければ、システムアナリストでもない。

つまり情報通信システムの問題を絞り出し、

医療者のやること、技術者のやることを切

り分ける人間ではない。むしろ医療以外の

ことで煩わされることに困惑する。一方で

技術者は「提示された仕様通りに実現する」

習慣が身についている。そのため、双方の

間に手つかずの問題が残るケースが多い。

 一例がモニタリングの技術開発と医療者
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の役割である。例えば心電計や血中酸素飽

和度計とつながる通信システムを作ると、

そこで技術的な作業は終わる。しかし医療

現場で使うためには、どの医療行為に用い

るか、有効性と安全性の検証、実施手順作

りと関係者（各職種）の分担の割り振り、

診療報酬が取れるものならば、報酬化のた

めの活動、などを行わないと現実的に実施

可能とならない。ところが情報通信事業者

は、このような役割を「購入者である医療

者」と考えることが多い。治験が必要なの

に、製造者が「治験事務局」を務める意識

が無い事に相当する。つまりモニタリング

やテレビ電話診療などで、遠隔医療が発展

しないとの声が多いが、その声の主の多数

を占める情報通信事業者が、自分で取り組

むべき治験や報酬化にタッチしてこなかっ

たと言える。これを意識した研究開発事例

があり、小規模なものだが開発手順は着実

なものだった２ 

③通信環境の改善 

・テレビ電話診療では高齢のITに不慣れな

患者での通信料金負担の緩和が重要である。

拘束移動通信の地方部への普及、ブロード

バンド通信の患者費用負担の軽減等が必要

である。現在の料金制はインターネット等

のヘビーユーザーには有利な定額制で、通

信量の少ない患者には不公平な負担である。 

地域によっては中核病院と支援対象病院間

のテレビ会議環境の整備が有効なケースが

ある。DtoDtoP、テレカンファレンスなどの

応用がある。 

③関係者全ての意識改革の必要性 

遠隔医療がはらむ、これらの問題について

組織、職種などの壁を越えて理解する人材

は少ない。医療者も行政者も事業者も技術

者も自分に関わる問題、自分が関わらない

と思っていた問題を一緒に学ぶ場を作り、

問題意識を共有することが重要と考えられ

る。現時点でさえ、先端的な医療ICTを語る

研究者に対して、地元医療者が問題認識が

異なると感じている様子を見ることが珍し

くない。 

④概況整理 

以上をまとめたものを表１に示す。 

  

Ｄ.健康危険情報 

 

Ｅ.研究発表 

1. 論文発表 

 なし 

  2.  学会発表 

スプリングカンファレンス 

（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 

 

Ｆ．知的財産権の出願・登録状況 

 1. 特許取得 

  なし 

 2. 実用新案登録 

  なし 

 3.その他 

なし 
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[1]岸本、米澤、長谷川．遠隔医療の更なる普及・
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. 遠隔医療の更なる普及・拡大方策の検討のため

の調査研究（H24-特別-指定-035）,2013 

[2]長谷川、鎌田．農商工連携による被災地復興支

援事業 きずな見守りネットワーク．日本遠隔医

療学会スプリングカンファレンス2013．2013;31-3

2 
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表 1  遠隔医療推進のロードマップ（現状、課題、目標、手段） 

 
 
 
 

 

 

対
象

現状 課題 目標 手段

総
合
課
題

厚労科研班他の諸団体により、少し
ずつエビデンスが蓄積されてきた。

1.地域特性を顧みない遠隔医療の取り組
み
2.実施施設・件数が捉えられていない。
3.医師法20条の解釈の周知が不十分。
4.制度改定の道のりの検討不足。
5.全体的に盛り上がっていない。
6.企業と医療者の認識ギャップが大き
い。
7.地方行政での活用が鈍い。
8.ITの中で、診療（遠隔医療）と情報共
有（EHR）が別との理解が薄い。

1.実態の把握
2.法や制度の実情の広報
3.人材育成（医療者、行政、
企業）
4.関係領域の専門家の結集
5.臨床研究の実施
6.実態に合う事業スキーム
7.遠隔医療を先導できる企業
の育成

1.実態調査
2.政府主導のワーキング
グループ

テ
レ
ラ
ジ
オ
ロ
ジ

1.全国2403施設で実施(2011年度厚
労統計調査、2005年は1743施設）
2.遠隔医療の中で最も普及してい
る。
3.診療報酬として画像管理加算２を
遠隔医療向けに請求できる。（遠隔
医療の施設基準もある。商用事業者
は不可）
4.装置を廉価に入手できる。
5.商用事業者も多数活動している。
6.画像診断の質の担保が不明
7.関係団体は日本医学放射線学会、
商用事業者団体（結成中）
8.日本医学放射線学会でGLを作成し
た。

1.画像管理加算２と画像診断料で報酬が
賄われるが、診療情報としての実施件数
は不明。
2.厚労統計は、アンケートによる実施施
設数のみ調査（画像管理加算２の施設と
は限らない）。
3.報酬が按分によるので不安定
4.質の担保が不明、診断結果への不満も
ある。

1.実施施設数と実施件数の把
握
2.質を担保する仕組みの確立
と普及
3.遠隔医療に適した診療報酬
の配分手法

1.専門集団での質保証の
仕組みの検討
2.実施の実態を捉える新
たな仕組みの検討

テ
レ
パ
ソ
ロ
ジ

1.全国419施設で実施（2011年度厚
労統計調査、2005年は420施設）
2.遠隔医療の中では普及している。
3.術中迅速診断で用いられ、て「術
中迅速病理標本作製料」を報酬請求
できる。
4.実施件数が捉えられない。
5.医師不足が非常に深刻
6.装置は高価
7.病理科を標榜した開業が可能に
なった。
8.関係団体は病理学会および日本テ
レパソロジー・バーチャルマイクロ
スコピー研究会
9.同研究会でGLを作成した。

1.医師不足が非常に深刻。
2.標本作り、診断、実施時間調整等で、
医師や技師の時間や負担を要する。遠隔
医療による効率向上は病理医の移動の削
減。
3.術中迅速標本作製料の施設基準では、
個人開業の病理科での遠隔医療の請求が
できない。
4.術中迅速診断標本作成料の中で、診療
情報としての遠隔医療件数は捉えられな
い。
5.厚労統計は、アンケートによる実施施
設数のみの調査。
6.報酬が按分によるので不安定。
7.病理医以外の術中迅速診断が多い。、

1.実施施設数と実施件数の把
握
2.遠隔医療に適した診療報酬
の配分手法
3.医師不足の緩和（病理医を
希望する若手医師を増やす）
4.運用コストの改善

1.病理医を増やすインセ
ンティブ作り
2.実施の実態を捉える新
たな仕組みの検討

遠
隔
診
療

1.実施施設数や実施件数が捉えられ
ない。
2.実験に着手する施設は増えてい
る。
3.診療報酬が電話等再診に含まれて
いる。

1.臨床現場への広報が不十分。
2.電話等再診の制限が大きく、加算や処
方ができない。
3.企業と医療者の認識にすれが大きい。

1.電話等再診と分離して、独
立した再診にする。
2.実施件数を把握的できる。

1.電話再診を越える効果
があることの実証試験
2.実施の実態を捉える新
たな仕組みの検討
（レセ電算コードへの遠
隔医療のコード付与等）

モ
ニ
タ
リ
ン
グ

1.血圧測定、呼気量測定、血糖値測
定、心電図計測、ペースメーカー監
視などの技術的手段の発展が著し
い。
2.喘息治療管理料と心臓ペースメー
カー指導管理料の請求ができる。

1.モニタリングの診療上の位置づけが定
まっていない。
2.エビデンスが不足
3.保健・医療・介護が異なる制度下にあ
るとの理解が薄い。

1.診療上の位置づけ（医療形
態）の確立）
2.各専門学会等でのエビデン
スの集積

1.関連学会との意識合わ
せへの着手
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遠隔医療の更なる普及・拡大方策の検討のための調査研究 

岸本純子１、米澤麻子１、長谷川高志２ 
㈱ＮＴＴデータ経営研究所１、群馬大学医学部付属病院２ 

                                             
 研究要旨  
今後行われるべき遠隔医療の普及推進策やそのロードマップを作成するため、先行研

究での調査を元に、比較的多くの遠隔診療事例を持つ医療機関・地域を複数選び、そ

の実施形態についてヒアリング調査を行った。ヒアリング調査対象は、テレラジオロ

ジー、テレパソロジー、遠隔診療、モニタリング及び地域（へき地等）医療とした。

その結果に基づき、遠隔診療を実施する上での現在の制度的足枷や課題について整理

した。 
   

A.研究目的 
遠隔医療は、医師の偏在などによる医療

の不足を補う手法の一つとして期待されて

おり、実際に遠隔医療によって遠方の患者

に医療を提供している地域もみられている。

また、遠隔医療は、不必要な搬送の抑制に

よる医療の効率化や、患者の専門医へのア

クセス向上などの利点もある。 
このため、厚生労働省は従前より遠隔医

療を推進しているが、遠隔医療の推進に向

けて、どのような対策が求められるか、現

在の制度で不適切な点はないか等、遠隔医

療推進に関わる状況を評価した上で、今後

の具体的な推進計画を策定する必要がある。

さらに、「日本再生戦略」（平成24年7月3
1日閣議決定）においては遠隔医療のロード

マップを示すことになっている。 
このような背景に基づき、日本の遠隔医

療の普及・拡大にとって必要な施策を探る

ため、調査研究等を行うことを本研究の目

的とする。本研究は、医療者・患者の視点

に立った状況把握や分析の第一段階と言え

るもので、厚生労働行政と強く結びつき、

今後の遠隔医療関連施策の基礎となる極め

て重要なものである。 
本研究においては、先行研究での調査を

元に、比較的多くの遠隔診療事例を持つ医

療機関・地域を複数選び、その実施形態に

ついてヒアリング調査を行う。その結果に

基づき、遠隔診療を実施する上での現在の

制度的足枷や課題について整理する。 
   
B.研究方法 

(1) 遠隔医療の普及状況等の現状調査を実

施するための予備調査 

遠隔医療（DtoD・DtoP等）を先駆的に

実施している医療機関の医師等に、遠隔医

療の目的や利点、実施する上で困難を感じ

ている点などにつきヒアリング調査を実施

した。 
(2) 日本の遠隔医療の代表的な実施形態の

調査 

先行研究での調査及び厚生労働省で実施

している遠隔医療補助事業を元に、遠隔診

療事例を持つ医療機関・地域・サービス事

業者について、どのような遠隔医療が実施
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されているか、ヒアリングによる調査を実

施する。なお、本研究の調査対象は、テレ

ラジオロジー、テレパソロジー、遠隔診療、

モニタリング及び地域（へき地等）医療と

する。 
(3) ロードマップ案作成のための調査 

上記の調査結果に基づき、今後行われる

べき遠隔医療の普及推進策やそのロードマ

ップについて、医療情報分野の専門家であ

る班員及び必要に応じて関係する分野の有

識者の協力を得て検討を行った。 
本研究は、ロードマップを作成するため

の予備調査の位置にある。なお、ロードマ

ップ作成のための調査項目として、以下を

掲げて、現状や課題の調査を進めた。 
①遠隔医療により解決される医療提供上の

課題や適用対象（疾病、地域、患者） 
②実施手法（医学的手段） 
③効果のエビデンスと実証手段や実証状況 
④運用体制（関係職種の役割や仕事の流れ） 
⑤普及状況と手段 
⑥関連制度や財源（診療報酬、他） 
⑦関係者・団体と役割や権利、能力 
⑧その他の課題 

     
(4) ヒアリング先一覧 

【テレラジオロジー】 
・群馬大学医学部附属病院放射線科 
・イリモトメディカル(株) 
【テレパソロジー】 
・群馬大学病院病理部 
・高崎健康福祉大学 
【遠隔診療】 
・小笠原内科（岐阜県岐阜市） 
・阿新診療所（岡山県新見市） 
・旭川医大医工総研講座（北海道旭川市） 

【モニタリング】 
・ケルコム（株） 
・帝人ファーマ（(株)）：公開資料調査 
【地域（へき地等）医療】 
・かがわ医療福祉総合特区 
・旭川医大医工総研講座（北海道旭川市） 
【識者検討】 
・岐阜大学大学院医学系研究科 
・長崎大学病院医療情報部 
・九州大学医学部附属病院 

メディカルインフォメーションセンター 

 
C.ヒアリング結果 

(1) テレラジオロジー調査 

テレラジオロジーを実施している医療機

関及び事業者へのヒアリング結果を調査項

目毎に整理した。 
 

① 遠隔医療により解決される医療提供上

の課題や適用対象（疾病、地域、患者） 

 テレラジオロジーは医局からの画像

読影医師の派遣の効率化や勤務日以

外の補間として活用がある。また、放

射線科の一人医長を助けるなど、ニー

ズは高い。 

 企業体による商用事業としてのテレ

ラジオロジーがある。大手事業者によ

る大規模事業と、放射線科専門医（画

像診断医）の個人開業的な事業形態が

ある。個人開業に近い形態の場合、医

局からの「アカデミックベンチャー」

として前項の形態の場合もある。 

②実施手法（医学的手段） 

依頼側の担当医が読影を依頼、支援側の

専門医師が読影レポートを依頼側に返す。

（DtoD） 
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③効果のエビデンスと実証手段や実証状況 

テレラジオロジーは、利用するシステム

（ネットワーク及びハードウェア）は、病

院内で用いるのと同じ機器が使われる。機

器による診断能力の差は無い。画像情報の

管理体制、読影の質の組織的確保の有無に

より、専門医の揃った病院・大学並み能力

か否かが評価される。特別に疫学研究等で

の評価は行われていないと考えられる（必

要性も薄い）。 
 

④運用体制（関係職種の役割や仕事の流れ） 

運用体制は、比較的明確である。読影支

援側には主に、テレラジオロジー事業者と

大学病院の放射線科がある。依頼側は、一

般病院（公立、民間）である。なおテレラ

ジオロジー事業者は独立開業（起業）か大

企業系が多い。その中にはアカデミックベ

ンチャーも混じっている。 
通常、読影側の病院と依頼側の病院間で

テレラジオジーを実施する場合、業務委託

の契約を締結する。公的病院と大学病院等

の間では、支払いに関する契約が煩雑とな

り、事務的課題が多いことも考えられる。

そのために実態は大学病院の放射線科医局

の実施だが、アカデミックベンチャーもし

く大企業系事業者の一読影センターの形を

取ることなどが少なくない。 
 

⑤普及状況と手段 

テレラジオロジーの普及は進んでいる。

医師にも認知されており、新たに取り組む

医師も少なくない。 
テレラジオロジーのためのシステム資源

はかなり成熟している。技術的ハードルが

少なく、また機器も安価で使い勝手も良い

ものとなっている。通信やシステム事業者

に機器や回線を任せて、画像診断に専念す

ることも難しくない。 
課題は、遠隔医療実施の統計（厚労統計）

が、実施施設数、実施件数等、実態を表し

ていないことである。テレラジオロジーの

請求は、遠隔医療独自の診療報酬ではない

ので、レセプトからではテレラジオロジー

を行ったか通常の画像診断を行ったか区別

できない。 
 

⑥関連制度や財源（診療報酬、他） 

画像診断の診療報酬に関しては、比較的

整備されていると考えられる。テレラジオ

ロジーで請求できる診療報酬項目として以

下が挙げられる。 
・コンピューター断層診断(E203)450点 
テレラジオロジー事業者は、この項目

を財源とする場合が多い。なお、診療

報酬を請求できるのは、患者のいる依

頼側の医療機関である。この診療報酬

は使い勝手が良くて多用されている。

それは「施設設置基準」の制約がとて

も少ないためである。 
・画像管理加算2 (E102,E203) 180点 
画像診断専門医によるレポート作成に

対する診療報酬だが、テレラジオロジ

ーでも請求できることを明文化してい

る。ただし施設基準上の負担が大きい。

当日中に自院の撮影案件の8割を読影

しなければならない。施設基準を満た

す病院の放射線科医の院内の読影作業

負担が大きい。この施設基準のために、

単独読影医の開業向きではないため、

取り組む医師の場を狭めている可能性
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がある。施設の大小ではなく、読影医

の技能を重視した加算にするべきとの

意見が少なくない。 
一方で放射線科医の課題は遠隔医療

だけではないため、テレラジオロジー

に対する診療報酬の拡大等の活動は盛

んではないと考えられる。 
 

⑦関係者・団体と役割や権利、能力 

日本医学放射線学会の中で、診療報酬等

を扱う保険委員会、技術的課題を扱う電子

情報委員会がある。また「遠隔画像診断に

関するガイドライン」１を発行している。こ

れとは別にテレラジオロジー事業者団体と

して、一般社団法人遠隔画像診断サービス

連合会の設立が検討されている2。 
 

⑧その他の課題 

現在、テレラジオロジーの読影に対する

品質のスタンダードが無い。更なる読影医

に対する教育研修も必要である。要求レベ

ルを満たさない日本の読影が値段等で海外

の読影サービスに淘汰される恐れもある。 
また、緊急時の即時性、読影報告までの

時間の短縮などの課題がある。 
 

(2) テレパソロジー調査 
テレパソロジーを実施している医療機関

及び事業者へのヒアリング結果を調査項目

毎に整理した。 
 
①遠隔医療により解決される医療提供上の

課題や適用対象（疾病、地域、患者） 

テレパソロジーは、がん拠点病院だが病

理医を確保できない地域や術中迅速診断へ

のニーズが高い。術中迅速診断以外では遠

隔医療をするほどのニーズは無い。関東圏

など都会では、病理医が集中しているので、

テレパソロジーのニーズはない。テレパソ

ロジーのニーズは医師の偏在やアクセスの

改善である。 
 

②実施手法（医学的手段） 

遠隔地にいる病理医が病理組織や細胞診

の診断およびコンサルテーションを行う。

（DtoD） 
なお、病理学会では、「病理診断は医行

為（医師の役割）」「病理検査は検査行為

＝医師ではなく、技師などの役割」との整

理されている。 
 

③効果のエビデンスと実証手段や実証状況 

遠隔病理診断、遠隔細胞診の診断成績は、

直視下の診断と較べて大きな遜色のないも

のと報告されている３。 
 

④運用体制（関係職種の役割や仕事の流れ） 

テレパソロジーの運用体制には以下の二

つが考えられる。 
・医療機関～医療機関 
術中迅速診断標本作製料を請求できる

施設基準を満たすところと限定される。

しかし、医師と技師が双方の施設に必

要で手順も単純ではない。それらに耐

えられる施設しか実施できない。 
・医療機関～施設基準を満たさない施設 
病理科を標榜していれば、技術的には

可能である。 
 

⑤普及状況と手段 

テレパソロジーの実施件数は増加傾向で

あるが４、医師不足で新たに取り組む人が多
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いかは不明である。テレパソロジーは、病

理医の深刻な不足と設備や業務の負担から、

よほどの医療アクセスの大問題でないと、

取りかかりにくい。東北・北海道において

取組みが盛んであることも、関東圏より病

理医不足が課題となっているからと考えら

れる。 
実施施設数、実施件数等に関しては、他

の遠隔医療と同様に実態を捉えられない状

況である。テレパソロジーで請求できる診

療報酬の術中迅速病理組織標本作製料 (N0
03 )は、遠隔医療専用ではないため、レセ

プトから区別できない。 
 
テレパソロジーのシステム面に関しても、

まだ十分安心して診断に使えるほど成熟し

きっているとは言えない。機器の操作性の

向上や、デジタル標本の画質の向上などの

課題がある。静止画の順序だった伝送が良

いのか、または、機器導入のコストは高く

なるが、自由に顕微鏡を動かすのが良いの

かの議論もある。加えて、技師と病理医の

分担や関係性、診断対象部位など、様々な

問題が整理されていない。 
 
バーチャルスライド（以下、VS）の導入

件数も増加しているが、画質向上の必要性

があり、遠隔医療ができるほどの精度をも

っていない。また、取り込んだスライドの

画像しか見ることはできないので、顕微鏡

より自由度は下がる。一方、VS は複数人

が同時にモニタ画面で観察できることから、

教育やカンファレンスを中心に利用が拡大

している。VS に取り込まれる標本数も急

激に増大し、VSは普及期を迎えたが、ユー

ザからは取り込みの高速化や装置の小型化、

低価格化、画像サーバの保存容量などの課

題が残されている４。 
 

⑥関連制度や財源（診療報酬、他） 

テレパソロジーで請求できる診療報酬と

して、術中迅速病理標本作製料(N003 )があ

る。しかし、認定施設の基準が病院向けで

あり、単独開業の病理医は対象にならない。

病理科を標榜した開業が可能になったが、

施設基準を満たせないのでテレパソロジー

を実施しても請求できないという問題があ

る。テレラジオロジーと同様に、施設の大

小ではなく、診断できる医師の有無を考え

るべきである。また、遠隔加算がつかない

と、遠隔側施設への支払根拠が弱いと考え

られる。 
なお、VSは元々顕微鏡自体が薬事認定を

受けていない（対象とは考えにくい）ため、

診療報酬化にそぐわないとの意見がある。 
 

⑦関係者・団体と役割や権利、能力 

日本病理学会の中で診療報酬等を扱う業

務委員会がある。また研究の場として日本

テレパソロジー・バーチャルマイクロスコ

ピー研究会がある。 ただし最近は診療報酬

化の活動は無い。また、日本テレパソロジ

ー研究会からテレパソロジー運用ガイドラ

イン(2005)が発行されている3。 

 
⑧その他の課題 

病理医が不足しすぎて、遠隔医療で効率

化する余地も無い状況である。病理医の増

員が優先策であり、若い病理医を増やすた

めには、医学教育での病理医増加のプロモ

ーションが重要である。患者に直接に関与

する、開業できる等の可能性をアピールす
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ることなどが重要であると考えられる。 
 

(3) 遠隔診療調査 
①遠隔医療により解決される医療提供上の

課題や適用対象（疾病、地域、患者） 

・岡山県新見市の新見あんしんネットに代

表されるへき地等の在宅医療での患者ア

クセスの向上が期待できる。 
・岐阜市小笠原診療所で実施中の遠隔診療

は、専門医による一般医への疼痛管理（麻

薬）の指導や重篤患者の指導支援を実施し

ている。 
・へき地での訪問診療支援や、地域に制約

無く遠隔診療で在宅医療を後押しする事例

は、本研究班での先行研究にて調査した５。 
 
・旭川医大において実施しているへき地病

院での専門医指導や紹介の相談も有効な遠

隔診療のモデルと言える。専門病院から一

般病院への支援だが、テレビ電話診療の形

態を取っている。 
 

② 施手法（医学的手段） 

在宅患者向テレビ電話診療（Dto[Nto]
P）：外来診察と同等の診察を行う。（新見

市阿新診療所、山形県朝日町立病院、岐阜

市小笠原内科）患者側に看護師等の介在が

ある場合が多い。また、かがわ医療福祉総

合特区では、訪問看護師が患者側にて診療

支援を行うことを計画している。この訪問

看護師は、保健師助産師看護師法での職務

範囲（実施行為）の枠を広げており、テレ

ビ電話での医師の指導下で看護師がより広

範な診療行為を行うことが可能である６。 
 
専門医が遠隔で同席する一般医支援の診

療（DtoDtoP）：旭川医大眼科と関連病院

間で、旭川医大に送って治療するか否かの

アセスメント、説明、旭川医大からの退院

後のフォローの地元実施等で使用している

７。 
直接の診療ではないが、訪問診療前にテ

レビ電話で事前チェックを行うケースや

（高梁市川上診療所、岐阜市高木医院）テ

レビ電話を用いたテレナーシング、在宅酸

素療法患者管理（聖路加病院）などがある。 
 

③ 果のエビデンスと実証手段や実証状況 

テレビ電話診療（新見型）は厚労科研酒

巻班2010~2011、2012年研究での安全性と

有効性研究結果が報告されている５、８，９、１

０、１１。旭川医大は、有効性などのデータ収

集等の研究ではなく、地域支援を主体とし

ている。 テレナーシングではランダム化

比較試験（RCT）の研究がある１２。 
 

④運用体制（関係職種の役割や仕事の流れ） 

新見型では、訪問看護師が患者宅でテレ

ビ電話を操作、診察を補助する。在宅医療

の訪問の一部（訪問・訪問間）に用いてい

る。技術スタッフが地域全体にいる。 
旭川医大型では、両病院間にビデオ会議

システムがあり、旭川医大・医工総研講座

が支援している。眼科の場合は診療報酬を

請求して、関連病院・旭川医大間で支払関

係がある。 
 

⑤普及状況と手段 

医療現場における遠隔診療の認知度は低

く、底辺に広がらない状況である。在宅医

療に熱心な医師の中に、遠隔診療の価値を

認めない人が少なくない。また、医師以外
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の職種（特に看護師）が取り組むことが欠

かせないため、遠隔診療を主導する医師が、

地域のイニシアティブを持つ医師でないと、

進めにくいという状況もある。 
在宅医療での医師不足地域において、新

見型と同様の取り組みが、いくつかの地域

で進んでいる。普及手段として、日本遠隔

医療学会の実施指針や最近刊行された遠隔

診療テキストがある。 
北海道道北地域の医大～関連病院で実施

している旭川医大型の遠隔診療は、眼科お

よび糖尿病性眼疾患に適用している。旭川

医大以外での展開は今後の検討課題である。 
 

⑥関連制度や財源（診療報酬、他） 

遠隔診療の診療報酬に関する検討が不足

していると考えられる。現在は再診料（A0
01）（電 話再診扱い）での請求が主流だが、

処方せん発行、特定疾患指導管理料などの

加算はつかない。また、200床以上の病院で

の外来診療料と再診料は異なる点に留意し

なければならない。 
在宅医療における遠隔診療の診療報酬に

ついては、まだ検討中の状況である。電話

再診か、往診料か、訪問診療料か、あるい

は在宅時医学総合管理料での訪問としての

カウントか、様々な案がある。在宅時医学

総合管理料は月2回以上の訪問が条件であ

り、これと抵触しないか整理も必要である。 
 

⑦関係者・団体と役割や権利、能力 

今後、遠隔診療の診療報酬化に関する提

案がなされるべきだと考えるが、日本遠隔

医療学会だけで決めきれない課題が少なく

ない。日本在宅医学会等、関係団体との意

識合わせの場が必要であると考えられる。 

 
(4) モニタリング 
モニタリングを実施している医療機関及

び事業者へのヒアリング結果を調査項目毎

に整理した。 
 

①遠隔医療により解決される医療提供上の

課題や適用対象（疾病、地域、患者） 

糖尿病患者、COPD患者、喘息患者、高

血圧患者などが対象に、心電図、血圧、血

中酸素飽和度、血糖値、呼気量などを家庭

で測定した結果をモニタリングし、保健指

導や管理行為を行うことにより、疾病のコ

ントロールを改善できる可能性がある。 
 

②実施手法（医学的手段） 

・診療行為が介入（DtoNtoP） 
日々の計測値を医師に報告する、閾値を

超えると医師に報告するなど、医師によ

る診療行為が介在する。 
 

例：喘息テレメディシン（帝人ファーマ

株式会社） 
通信機能付きピークフローメータからの

データを、テレメディシンセンター（帝

人社内の監視者、看護師）がモニタリン

グする。境界値を超えると医療機関に報

告する。毎月レポートが医療機関に届く、

患者対応はテレメディシンセンターで行

う１３。 
 

例：超小型心電計による看取り患者の見守

り（経済産業省実証事業） 
在宅医療での看取り直前（1～2日前）の患

者に対して、通信機能付き心電計でモニタ

リングを行う。看護師が波形から状況を判
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断し、患者家族の問い合わせへの対応や医

師の臨終訪問のタイミングの調整を行う。 
 

・健康管理・保健指導が中心（NtoP） 
バイタルセンサの測定値をモニタリング

し、遠隔で健康管理や保健指導を行う。 
 

例：ぽちっとらいふ（ケルコム株式会社） 
血圧計、歩数計、体重・体組成計、血糖

自己測定器のデータをインターネット上

で自己管理できる。ヘルスケアプロフェ

ッショナル（医師、保健師、栄養管理士）

が利用者個人の生活習慣に特化した指導

を行う１４。 
 

④ 結果のエビデンスと実証手段や実証状

況 

血圧の測定に関しては、家庭高血圧の管

理効果が報告されている。喘息に関しては、

アレルギー学会で症例比較研究を行い、対

象者の発作発生頻度が有為に低下した報告

がある１３。 
 
⑤ 用体制（関係職種の役割や仕事の流れ） 

モニタリングを実施するには、医師、看

護師、モニタリングの運営者（健康管理事

業者等）、通信システム・サーバーの運営

企業、デバイスメーカーなど多くの関係者

が必要となる。それぞれの運営費をどこか

ら得るか整理及び検討が必要である。モニ

タリングを診療行為として成り立たせるに

は、通院間に何らかの医療行為を行い、効

果があることが必須である。常時モニタリ

ングする作業は、看護師などコメディカル

や健康管理事業者が担当することが望まし

いと考えられる。しかし院内の看護師がモ

ニタリングを行う場合、看護師の業務も増

えるため、院内での合意形成も必要となる。

また、モニタリングを継続し運用するには、

異常時に対応する、医療従事者とのコミュ

ニケーションを深められるなど患者の測定

を続けるモチベーション作りが欠かせない。 
 
⑤普及状況と手段 

サービスモデル・ビジネスモデルが確立

していないため、普及は伸び悩んでいる。

様々な予算でモニタリングの実証事業が行

われているが、トライアルの域を脱してい

ない。 
 

⑥関連制度や財源（診療報酬、他） 

喘息を対象としたモニタリングには、特

定疾患治療管理料（B001_16）の中で喘息

治療管理料がある。診療報酬は高額（初回

月2525点）だが、20歳以上の喘息患者で前

年に3回以上の発作での緊急通院がある場

合と条件が厳しく、広がりは少ないと言わ

れている。他に携帯型発作時心電図記録計

使用心電図検査(D212-2)や心臓ペースメー

カー指導管理料の遠隔モニタリングのみに

適用される特定疾患治療管理料（B001,12）
がある。モニタリングに関して、診療報酬

化するには、「診療録に載る」「対面診療

とのつながり」などを考える必要がある。

診療報酬化に乗せない場合は、利用者（患

者）から利用料を徴収することが考えられ

るが、遠隔健康管理・保健指導では、利用

者個人への訴求は難しい。 
 
⑦関係者・団体と役割や権利、能力 

糖尿病学会、循環器学会、不整脈学会、

アレルギー学会など、疾病ごとにモニタリ
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ングに関する議論（測定値の閾値、介入の

方法等）をする必要がある。 
 

⑧その他の課題 

モニタリングは、海外文献で見ればテレ

ナーシングの対象であるが、日本の保険の

スキーム上、そのまま参考にすることはで

きない。 
医師は患者からの依頼がなければ、診療

行為はできないため、モニタリングしたデ

ータを基に、医療側から介入できる仕組み

を検討する必要がある。 
 

(5)  地域（へき地等）医療 
地域（へき地等）医療を実施している地

域へのヒアリング結果を調査項目毎に整理

した。 
 
①遠隔医療により解決される医療提供上の

課題や適用対象（疾病、地域、患者） 

通院の他に他の場所の院外調剤薬局に行

くことが負担である高齢者が多い地域で、

遠隔服薬指導は、訪問服薬指導やへき地薬

局の服薬管理等への適用が期待できる。へ

き地薬局は無医地域（へき地、離島）での

遠隔診療と併せて提供することが想定され

る。 
 

②実施手法（医学的手段） 

遠隔服薬指導は、調剤された薬（非一般

薬）の医療資格非保有者による配送、テレ

ビ電話による薬剤師からの服薬指導を組み

合わせる取り組みである。 
 
③効果のエビデンスと実証手段や実証状況 

遠隔服薬指導について、かがわ医療福祉

総合特区のトライアルでデータ収集する予

定である。 
 
④運用体制（関係職種の役割や仕事の流れ） 

遠隔服薬指導：  
医療資格非保有者による薬の宅配を普及

させる考えである。薬事法などでは、薬剤

師は患者に対面で副作用などを説明する必

要があるが、テレビ会議システムを使って、

薬剤師が薬局から患者に服薬指導する実験

を行う。 
 
へき地薬局： 
今までは、院内処方で薬を出してきたが、

医師や看護師の負担が大きく、在庫管理も

難しいため、薬の種類が限られていた。診

療所の開所日に薬剤師2人を派遣し、服薬指

導にあたる。限定開業の薬局でも、責任者

は専任者が求められる。そのため経営が維

持できないので、へき地薬局は存立が厳し

い。そこで休業日の他薬局での勤務など、

専任者でない形態の薬局長（薬剤師）によ

る薬局を目指す。しかし、患者数は少なく、

経営上の問題は残る。 
 
⑤普及状況と手段 

遠隔服薬指導、へき地薬局の普及に向け

て以下の検討が必要である。 
遠隔服薬指導： 

・ 安全性の確認 
・ 経済性の検証 
・ 利用者（患者）教育 
・ 利用者（薬剤師）訓練 
・ 実施ガイドラインの策定 
・ 簡便な機器の導入 

へき地薬局： 
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 薬局開設の法的課題の検討 
 安定経営できる基盤や手法の確立 
 遠隔診療施設との連携のアピール 

 
⑥関連制度や財源（診療報酬、他） 

遠隔服薬指導、へき地薬局の実現に向け

て更なる調査が必要である。 
 

⑦関係者・団体と役割や権利、能力 

いずれも各薬剤師会が関係すると考えら

れる。特にかがわ特区では香川県薬剤師会

が大きく関与している。 
 
D. 結論 
上述したヒアリング結果から遠隔医療に

おける総合的な課題を結論として示す。 
1) 遠隔医療の実態が把握できない 

遠隔医療を実施している施設数、実施

件数を精度よく捉える事ができないた

め、実態をつかみきれていない。診療

報酬からでは、遠隔医療の実施件数を

区別できないため、実施件数を把握で

きる仕組みが必要である。 
2) 臨床的研究が不足している 

遠隔医療に関する臨床研究がいまだ少

ない。少数の患者や一施設のみのトラ

イアル、技術導入のみの報告などが多

く、ガイドライン作りの素材が少なす

ぎる。遠隔医療の研究者に臨床研究ノ

ウハウの蓄積が足りないことや機器製

造や通信事業の研究者が臨床研究を知

らないことが、原因のひとつと考えら

れる。質の高い臨床研究が少なければ、

遠隔医療の現場人材の育成も進まない

ため、対策を検討する必要があると考

えられる。補助事業等のスキームも研

究や初期設備導入までを支援対象とし

ているため、運営費用が含まれず、遠

隔医療のエビデンス収集に適していな

い。 
3) 遠隔医療提供体制を構築できる人材が

不足している 
医療機関では、通常医療で精一杯で、

遠隔医療立ち上げに力を投入できる医

師がいない。また、機器製造や通信事

業者では、医療制度・臨床トライアル・

医療者の体制確立に取り組める人材が

欠如している。国・都道府県・各自治

体の各レベルで、高度な人材が欠かせ

ないが、育成されていないという問題

もある。 遠隔医療に取り組める人材の

育成が急務である。 
4) 診療報酬化への活動が鈍い 

遠隔医療を普及・促進させるためには、

診療報酬化が非常に重要な位置を占め

るが、遠隔医療関係者の診療報酬制度

に関する経験が浅く、また報酬化への

基本的な考え方が整理されていない。 
5) 関係者・団体との連携が不十分 

遠隔医療に関して、ひとつの団体だけ

で決めきれない課題が少なくない。 
テレラジオロジー、テレパソロジーな

ど、一領域の専門医で決められると思

われることさえ、様々な問題がある。 
遠隔医療と各専門医療の双方で協力し

た検討が必要である。  
 
 
E.研究発表 
1. 論文発表 
 なし 
2.  学会発表 
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・長谷川．遠隔医療の更なる普及・展開方

策のための調査研究、ＪＴＴＡ遠隔医療の

概況｣スプリングカンファレンス2013 
 
F.知的財産権の出願・登録状況 
なし 
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調査対象者
調査員 【1/2】

調査日時
調査場所

記述欄
ロードマップへ
の反映事項・注

普及状況

同上

実施手法（医学的
手段）

機器販売、サービ
ス販売他

初期費用

運用費用

適用対象（疾病、
地域、患者）

社会的必要性（人
数、その他の重要

性）

同上

同上

名称

提供者

主要利用者

実施施設数

実施患者数

実施概況

実施
実態

販売件数

内容

対象者

適用条件

除外対象

適用
対象

実施
者

コスト

提供形態

適用地域

遠隔医療
現状調査票

対象者の規模、社会邸
インパクト

実施手法

提供
形態

調査項目
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調査対象者
調査員

調査日時 【2/2】
調査場所

記述欄
ロードマップへ
の反映事項・注
遠隔医療により解
決される医療提供

上の課題

効果のエビデンス
（有効性、安全

性）

エビデンスの実証
手段と実証状況

効果のエビデンス
（有効性、安全

性）

エビデンスの実証
手段と実証状況

普及状況

診療報酬以外
の関連制度

関係者・団体と役
割や権利、能力

診療報酬

普及展開 普及状況と手段

調査項目

その他関連制度

効果

効能

有効性

安全性の検証手段

診療
報酬

有無

推進状況

推進関係者

その他記載事項

有効性の検証手段

安全性

団体・学会名

推進状況

関連
団体

今後の調査上の課題

推進上の課題

遠隔医療
現状調査票
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聴き取り用概況項目リスト 
 

1． 遠隔医療により解決される医療提供上の課題や適用対象（疾

病、地域、患者） 

 

2． 実施手法（医学的手段） 

 

3． 効果のエビデンスと実証手段や実証状況 

 

4． 運用体制（関係職種の役割や仕事の流れ） 

 

5． 普及状況と手段 

 

6． 関連制度や財源（診療報酬、他） 

 

7． 関係者・団体と役割や権利、能力 
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遠隔医療への俯瞰
−多数の取り組みを調査して−

国際医療福祉大学　長谷川 高志

1. はじめに

日本遠隔医療学会も発足以来 4 年目の春が来た。厚生
科研の遠隔医療研究班 1) の報告が行われた第一回遠隔医
療研究会から振り返れば 10 年の時が流れた。その間に、
遠隔医療を取り巻く状況は大きく改善された。情報通信機
器の価格は大幅に下がり、ブロードバンド通信のコストは
劇的に低下し、利用可能地域も広がった。医療情報システ
ムに詳しい研究者しか取り組めなかった遠隔医療も、最近
では IT にそれほど詳しくない医療者も取り組めるように
なった。しかしながら遠隔医療が社会から認知されたと考
えるには早すぎるし、まだまだ容易に発展しない厳しさが
続いていると考えるべきである。もちろん IT 新改革戦略
など、国の今後の方向付けの中に登場しているが、それが
将来性の保証に十分とは言えない。

認知度が高まらない背景には、遠隔医療の捉えにくさが
一因と思える。遠隔医療の定義を明確に定めれば解決する
と考えるかもしれないが、有効とは思えない。限られた人々
で定義を定めても、新定義に収まらない遠隔医療が次々に
登場して、定義の権威自体が揺らぐ心配が大きい。診療報
酬がつかないから伸びないとの意見もあり、ある点では尤
もである。しかし価値が確定しない対象に診療報酬をつけ
ることは困難と思われる。制度を改善せよと声高に叫ぶだ
けでは事態は進まず、貴重な労力の浪費になりかねない。
言わば閉塞的状況に近いものを感じる。

個人的には、この数年にわたり厚生労働科学研究費補助
金による遠隔医療研究に携わり、先進地域の現地調査に行
く機会に恵まれた。また、平成 20 年度の総務省・厚労省

「遠隔医療推進のための懇談会」に関わるモデル事業 2) な
ど、他の研究活動でも遠隔医療実施地域や候補地域を調査
する機会が多々あり、【表 1】に示す地域を訪問調査した。
全てが遠隔医療の試みではなく、地域連携電子カルテや、
実施前調査に留まるものもあった。とは言えど、多くが地
域医療や健康管理の発展に情報技術（IT）の活用を検討し
たり、実施している地域であり、常に興味深い知見を得ら
れたと喜んでいる。その各々の調査結果は、都度に報告し
ているが、全体を俯瞰したことは無かった。

調査した地域には、これまでに医療 IT 系の学会報告や
報道に載らなかった先進的な医療 IT の取り組みが少なく
ない。これだけの事例を一人の目で見たことは非常に幸運
であり、全体を俯瞰できる良い位置に立てた。そこで各調
査を総括した私見を披露し、スローテンポかもしれないが、
将来につながる何かを感じたことをお伝えしたい。なお筋
の通った研究デザインに基づくものではなく、調査時期も
間が空いているので、研究と言えない幼稚な報告であり、
個人的印象の域を越えないことをお許し頂きたい。

2. 遠隔医療の形態の展望

定義に厳しい研究者からは「遠隔医療ではない」と批判
されるかもしれないが、遠隔医療の意義を痛切に感じたの
は、地域医療電子カルテネットワークである。IT 化され
た地域連携クリニカルパスもこの範疇に入る。TV 電話に

よる患者とのコンタクトでもなく、放射線画像や病理検査
のための組織画像でもない。千葉県東金市 3) や富山県南
砺市 4) あるいは、山梨県の慢性疾患診療支援システム研
究会 5) がそれに当たる。また香川労災病院の脳卒中地域
連携クリニカルパス 6) もこの範疇に入る。まだ訪問調査
していないが、同種の有用な取り組みが多いと考えている。

このようなシステムの価値は、以前は「重複検査による
経済的非効率を解消する」との説明のみで、実施施設に有
利な価値が無かった。（もし重複検査に関わる医療費が無
視できない規模なら、政策的改善策が求められる。個々の
施設は重複検査が少なくなるだけ自らの機会損失となる。）
遠隔医療とは無関係に進んだ医療事情の変化である、病院
数の減少や病院自体の専門機能の絞り込みなどの外的要因
が大きな影響を及ぼしている。専門系病院と地域のクリ
ニックなどが機能分化を否応無しに進めざるを得なくな
り、遠隔医療のニーズが喚起された。地域連携クリニカル
パスの「計画管理病院」から地域施設に流れる「患者の流
れ」、専門性の情報の傾斜「情報の流れ」に応じた遠隔医
療形態が出来ていると考えた方がわかりやすい。医師不足
を地域で補うための、診療科を絞らない「情報の流れ」も
生まれている。同質の情報傾斜を、扱い内容によりテレラ
ジオロジー、テレパソロジー、テレケアと細分すること、
もしくは D to D、D to N などと呼び分けることは、医療
提供側の観点として弱く、混乱を招く危険性を感じる。重
要な点は、一人の患者を一医療機関だけではカバーしきれ
ない時代となり、情報連携無しに地域医療が成り立たな
い時代となったこと、IT を専門としない医療者による医
療 IT の成功例が登場したことである。ニーズと価値を現
場の医療者が自ら明らかにした点も重視すべきである。地
域の患者情報共有が、医療連携と遠隔医療の双方の顔を持
ち、中心的サーバーを用いるだけで遠隔医療が可能である
ことを明らかにした点も大きな発展と考えたい。システム
を中心にした研究活動では、地域医療ニーズに対応できな
くなったことの現れと思えた。

遠隔医療の研究の初期には、テレラジオロジーで依頼側
施設の画像診断機器から受託側施設に画像が本当に伝送さ
れていた 7)。テレパソロジーの術中迅速病理診断のシステ
ムも同様の情報伝送形態だった。しかしブロードバンド通
信の普及とコンピュータコストの低下は、画像をシステム
間で流すことの意義を消失させてしまい、委託者も受託者
も中心的サーバーにデータを置いて、必要時に見に行く形
態を可能にした。そうした形態が、ドクターネット 8)、国
際医療福祉大学 8)、かがわ遠隔医療ネットワーク 8)、病理
画像のバーチャルスライドシステムなどで具現化されてい
る。この形態は地域連携電子カルテに直結し、従来の遠隔
医療の分類には収まらない。

同様のことがテレケアにも起きている。TV 電話で診察
と心電計、血圧計などをセットしたバイタル計測システム
を患者宅に於いて、そのデータで遠隔診療を行うことをテ
レケアの定義と考えることがあるかもしれない。しかし
山形県朝日町や岡山県新見市の TV 電話診療のトライアル
17) ではバイタル計測システムを用いない。替わりに遠隔
医療研究者からの提案が全く無かった「在宅医療関係者の

- 25 -



Japanese Journal of Telemedicine and Telecare　Vol.5（1）　21

【表1】訪問調査地域

地　　域 種　　類 名　　称 実 施 者

北海道旭川市
遠隔眼科、テレラジオロ
ジー、テレパソロジー

　
旭川医科大学遠隔医療セ
ンター

北海道函館市
地域医療連携、周産期遠
隔健康管理

　 函館市

岩手県盛岡市
テレパソロジー（術中迅
速病理診断）

岩手医科大学

岩手県盛岡市
在宅医療の地域情報共有
システム

インターネット版ゆいと
りねっと

もりおか往診クリニック

岩手県遠野市 遠隔周産期妊婦検診 かがわ周産期ネットワーク
遠野市、岩手県立大船渡
病院

岩手県釜石市 遠隔健康管理 うらら せいてつ記念病院

山形県朝日町
テレケア（在宅患者向け
テレビ電話診察）

朝日町立病院

宮城県仙台市
テレパソロジー（術中迅
速病理診断）

東北大学病院病理部

福島県西会津町 遠隔健康管理 うらら 福島県西会津町

栃木県宇都宮市 テレラジオロジー ドクターネット ドクターネット

東京都港区 テレラジオロジー 　 国際医療福祉大学三田病院

東京都三鷹市 テレラジオロジー ホスピネット セコム医療システム㈱

千葉県東金市
糖尿病患者の在宅指導、
地域連携電子カルテ

わかしお医療ネットワーク 千葉県立東金病院

山梨県甲府市 地域医療連携
慢性疾患診療支援システ
ム研究会

山梨大学医学部附属病院

富山県南砺市 地域医療連携 　
南砺市立病院・南砺中央
病院

富山県富山市
テレケア（COPD 患者の
在宅管理）

富山大学医学部附属病院

岐阜県岐阜市 遠隔健康管理
イセット、岐阜大学医学
部附属病院

岡山県新見市 テレケア 　 太田病院

香川県高松市
テレラジオロジー、周産
期遠隔健康管理他

かがわ遠隔医療ネット
ワーク

香川県医師会

香川県丸亀市
脳卒中地域連携クリニカ
ルパス

かがわ遠隔医療ネット
ワーク

香川労災病院

熊本県熊本市 テレラジオロジー
ホスピネット国際画像診
断センター

セコム医療システム㈱

沖縄県金武町
健康管理のフィージビリ
ティ調査
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間の情報共有システム」が自然発生的に入っている。診療
上の遠隔医療ニーズとしても、多目的バイタル計測システ
ムではなく、血中酸素飽和度計のみを用いた富山大学の在
宅酸素療法患者の発作抑制 10) や、千葉県立東金病院 3) の
血糖値計のみ用いた在宅糖尿病患者の自己注射管理など、
疾病毎に的を絞った事例である。このような取り組みでは
診療報酬化も始まっている 11)。それにも関わらず、医療
IT 関係者の間では、特定の疾患や診療に関する遠隔医療
は意外と注目されていないことに疑問を感じる。

従来の遠隔医療研究が捉えなかった視点であり、各地の
取り組みの中で光って見えたものに、運営スキルや集団の
マネジメントがある。遠隔医療は機械と資金で成功するも
のではない。優れた運営者の存在、関係者の組織化と業務
分担および業務連携の質に、成功の可否を依存する。この
点では地域連携クリニカルパスの成功要因と遠隔医療の成
功要因は同根である。訪問調査した事例の多くで、リー
ダーシップや地域の組織化の成功などの特徴があった。香
川シームレスケア研究会 12) や山武 SDM 研究会 13) など、
参考にすべき活動が多い。また地域行政や地域社会との関
わりが深い取り組み少なくなかった。自治体が立ち上げや
運営に深く関与している取り組みとして、福島県西会津町
14)、香川県 8)、岩手県遠野市 15)、富山県南砺市 4)、山形県
朝日町 16) 他と大多数である。遠隔医療が単なる一施設の
経営課題ではなく、地域の医療供給システムあるいは、地
域の健康・医療・福祉の統合体制として考えるべきことを
示唆している。行政や地域社会も当事者に加わると、調整
の負担が大きくなるが、地域社会システムであるべきなの
で、避けて通れない。遠隔医療も、ハードからソフトに意
識転換すべきことを痛感した。

各地の訪問を通じて、最近注目しているのは、TV 電話
診療の価値を評価する活動 17)、在宅医療のためのチーム
情報共有システム 17)18)、遠隔医療の社会基盤 8) の三つで
ある。テレラジオロジーやテレパソロジーの単体システム
や取り組みの開始を研究の中心に据える時期は過ぎた。実
施事例からの知見など、地道な活動から見えてくる次の展
望を示す研究に期待する。しかしテレケアは未だ視点が定
まっていない。テレケアの主要なツールと思われていたバ
イタル計測システムを用いないテレケアが登場するに至
り、新しい視点に立たない限り研究が隘路に嵌る危険を感
じる。その壁を越える手がかりと思えるのは、「そもそも
診察とは何か？」「TV 電話の医療上の価値は何か？」と
問う研究である。患者にとっての価値、医師にとっての価
値が明確にならない限り、医療制度に乗ることは難しい。
TV 電話診察は、対象者の選択から運営を続けることにも、
かなり気を遣うことが各地の調査からわかってきた。これ
までの実施事例は、医師と患者のコミュニケーションが既
に成立しているところへの導入が主なようである。全く初
対面の患者にテレビ電話診察することは、現状では現実的
と考えにくい。双方に医師や看護師が立ち会っても、まだ
まだ実施ノウハウの蓄積が不足していると感じた。テレケ
アは在宅医療向きと言われながら 19)、在宅医療としての
深い検討も進ず在宅医療者による遠隔医療の研究は少な
い。先述の通り、岡山県新見市と山形県朝日町の取り組み
では、地域でのチーム情報共有が必要と自ら独立に発見し
て、そのための情報システムを準備している。この発見へ
の従来の医療 IT の専門家の寄与は少なく、現場ニーズが
独自に情報の価値を認識していることも先述した。その目
的に最適なシステムが、TV 電話診察の研究チームと独立
に、岩手県で在宅医療者により開発され実用化していた
18)。岡山県新見市、山形県朝日町、盛岡市に共通することは、

在宅医療からの発想にあり、ゴール探求に共通の意識を感
じた。一方では従来テレケア研究とは大きく異なる方向付
けであり、従来研究手法の再考の必要性を示唆している。

社会基盤 8) とは、遠隔医療システムを個々の施設が保有、
運用することではなく、複数施設で共用して、専門の運用
技術者が運用し、費用的にも割安に扱うことである。かが
わ遠隔医療ネットワークがその代表例である。社会的に共
用が可能ならば、個別施設がシステム保有と運用を負うこ
とは非効率である。さらに技術的にもセキュリティ上も、
さらに通信速度やデータ保管のキャパシティ上も費用対効
果が良好である。既に香川県以外から、遠隔医療の社会基
盤として利用したいとの注目が集まっており、地域課題か
ら、広域もしくは国家的な視野が必要と思われる。

遠隔医療の形態として従来型の捉え方や分類を捨て、診
療手法によるもの、情報傾斜によるもの、患者の流れによ
るもの、社会基盤の特性で捉えるもの、などから考え直す
ことが望ましいと思える。その視点に立てば、医療管理、
医療経営、医療制度、医学に関連した分析に寄与すると考
えられる。以前のように遠隔医療を支える工学研究が時代
の要請なら、従来型スタイルでも差し支えないが、今更 D 
to P、D to D と表現しても、ソフトウェアと言えず、疾
病種別や治療手段を勘案しなければ、分類として役立たな
い。また社会システムとして、広範な制度、体制まで考え
ることが重要である。

3. 遠隔医療と工学研究

前節で触れた通り、最近注目すべきテレケア研究は、工
学研究と異なる経路で進んでいる。元々、遠隔医療の研究
は通信や装置の技術に大きく依存したために、多くの工学
系研究者がバイタル計測システムの研究に関わってきた。
その延長線で、より小型、高精度なセンサの開発と、多点・
長時間計測とデータマイニングの組み合わせによる「異常
検出」型の研究手法による研究グループは今でも多い。と
ころが前述の通り、2 大 TV 電話診察の試行フィールドで
バイタル計測システムを導入しなかった。この事態を工学
系研究者は重く捉えるべきと考えている。

筆者も工学系の出身であり、元々取り組んでいた研究で
は 20) 多点・長時間計測・データマイニングを正しいアプ
ローチと考えてきた。しかし医療者に密着して実態を調べ
るほど、データ点数も少なく、データ量も多くないことに
気がついた。見るべきデータがありそうな対象者やケース
しか計測しない。特に症状も無い対象者から膨大にデータ
を収集して分析することが非常に少なかった。診療で捉え
るデータは多くのノイズから、ごくわずかの異常を示唆す
る情報を捉えることであり、大半がノイズとわかっている
対象から、無意味に多くのデータを集めない。例えば、不
整脈の疑いのある患者にイベント心電計を持たせること
と、患者・健常者の区別無く対象者全員に携帯電話付き心
電計を持たせることは、大きく意味が違う。工学系研究で
は、いまでも膨大なデータ収集とデータマイニングを研究
手法の中心に置いており、特に心電計に重きを置いた研究
が多い。特定の疾病で機序などを理解した上で、良い研究
デザインによるセンサ研究でないかぎり成功するとは考え
にくい。医工での意識差が大きいが、それに気がついた工
学系研究者も少ないとの印象も受けている。この種の議論
をしても、「最近の技術発展はめざましいのに、医療系研
究者が知らないだけ」と誤解しているケースも少なくない。
すでに多くの電機メーカーが総合バイタル計測システムの
製造販売から撤退している状況、医療側で使えなかった、
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売れなかったという事実を直視すべきと考える。
テレビ電話、ブロードバンド通信、バイタル計測システ

ムの技術開発は既に一段落している。医療の分野に入るに
は、医学から医療制度まで幅広い知識が無いと、先々が非
常に困難である。医工連携が重視される時代なので、工学
系研究者もより地道なスタイルで、医療を取り巻く課題を
良く学んで遠隔医療分野に進出することを期待する。

4. 遠隔医療のニーズと経済性

施設経営の視点から考えると、従来研究では、遠隔医療
事業の独立採算が求められてきた。つまりテレラジオロ
ジー単体、テレパソロジー単体、テレケア単体での診療収
入が支出を上回ることが求められてきた。ところが独立採
算の成立が可能な遠隔医療は、商用テレラジオロジーの一
部だけだった 7)。そもそも遠隔医療だけに独立採算を求め
ることは不思議に思える。遠隔医療は個々の診療科の一部
である。たとえばある病院が放射線科に対して核医学検査
だけの採算性を厳しく求めたとしたら、それは適切だろう
か？核医学検査の診療報酬が独立採算上で不十分でも、脳
神経外科、心臓外科などの診療を深く関わりがあれば、他
科との合算で考える筈である。単体の報酬の不足を理由に、
その検査種目を取りやめるなら、病院機能はいびつになる。
患者の少ない診療科、珍しい疾病に関する検査、それらを
放棄するのだろうか？遠隔医療だけが特殊な扱いを受けて
きたとの印象を持っている。

そもそも遠隔医療は、少ない医師数でも医療の質を下げ
ないための導入が少なくない。医師供給が不十分でないか
ら、否応なしに利用せざるを得ない側面がある。医師数が
不足すれば診療行為の件数も減り、診療報酬も多くない。
それなのに独立採算性を主要評価項目とすることは、最初
から遠隔医療を必要としないと決めているようなものであ
る。地域全体での医療の質と効率を評価することが必要で
あり、地域全体を統括できる機関しか、遠隔医療の価値を
評価できない。遠隔医療の経済性評価を個々の施設に求め
ることは、そもそも無理がある。自治体、県などのレベル
で評価すべきである 21)。そうすれば遠隔医療の医療経済
上の優位性は高いと思うが、その研究自体が難しいと思わ
れるので知の結集が重要である。

個々の施設経営ではなく、地域全体での医療供給のニー
ズとして捉えるなら、前述の地域連携電子カルテは、地域
の医療水準を保つためのコストと質として評価すべきであ
り、そのための評価手法の開発が望まれる。こうした検討
が進めば財源への考察も進む。診療報酬でカバーすべきな
のか、インフラとして地域でカバーすべきか、考える課題
が大きい。冬に雪の多い東北地方と、雪に閉ざされること
があり得ない沖縄では、テレケアも大きく異なる。地域差
が大きいものを、診療報酬のような一律の制度でカバーす
ることは難しい。地域特性でメリハリをつけた支払制度も
必要に思える。

テレケアは経済性が明白でないし、その分析も進んでい
ない。患者ニーズも固定的ではない。TV 電話診察を試み
た研究者や医療者ならよくご存じのことだが、在宅で遠隔
医療＝テレケアを実施する患者数は、全体の患者数の中の
少数にすぎない。状態が良くなれば、わざわざ遠隔医療を
行う必然性が無いし、重篤になれば往診もしくは入院対象
となり、やはり遠隔医療適用対象から外れる。そもそも診
療自体が、重ければ篤く、治れば薄くなる。遠隔医療は設
備に依存するために、一度導入した設備は長く使ってもら
えることが経済的には望ましいが、患者ニーズとは合わな

い。そこで患者の状態に応じて、利用開始も終了も容易に
なることがテレケアの発展には重要である。

またテレケアの競合者として、最近発展している往診専
門診療所がある。調査訪問先の一つがそうしたクリニック
であり、訪問スタッフ連携のための優れた情報共有システ
ムを持っているが、一方で高い頻度で在宅患者を訪問する

「テレケアの必要としない」クリニックだった。外来患者
や入院患者の対応時間が無く、もてる時間をフルに患者宅
訪問に投入できる以上、わざわざテレビ電話で様子を見る
ことも必要ない。テレケアが、在宅医療、訪問や往診と、
どのような役割分担をするか検討することもテレケア研究
者に望まれる。

遠隔医療は、医療の供給と需要のニーズの境界線上に位
置する。十分な医療供給があり、医師が満たされていれば
遠隔医療は必要ない。患者の状態が悪く、求める医療水準
が非常に高くなると、遠隔医療では医療提供能力を確保で
きない。需給の細いバランス上にニーズが存在し、患者の
出入りもあるので、それでも運営できる低コスト運用が望
ましい。

需給ニーズの境界線は、医療者の人数や施設数だけでな
く地域性も勘案する必要がある。患者・医療者の施設への
アクセス、地域の疾病構造、健康状態、医療提供システム
など、多くのものを勘案して、ニーズや経済性を評価すべ
きであり、遠隔医療のニーズ評価方法の開発研究が望まれ
る。

5. 遠隔医療の発展への期待

遠隔医療は、単に特定疾病だけの医療行為でもないし、
医療供給システムも考えるし、工学技術や情報技術に依存
する部分もある。地域の行政システムに依る事柄もあれば
医療制度に関わることもある。地域の住居問題にも深く
関与するとの声を聞くこともある。研究者の幅もそれに
応じて広がることが強く期待される。また、これまでの
遠隔医療だけでなく、患者への e-learning、医療者への
e-learning として遠隔教育も関わってくることも考えら
れる 22)。このように遠隔医療は、これまでに取り上げら
れたものが全てではないし、今後も幅広く多種多様なもの
が登場すると思う。

6. まとめに変えて、日本の医療 IT への評価

何カ所も医療 IT 実践の場を回り、各々優れた取り組み
を調査できたことは本当に幸運であり、各地のご対応いた
だいた皆様に深く感謝する次第である。そうして考えると、
日本の医療 IT はかなり良くできていると思える。医療 IT
の有識者が知らなかった、地域の優れた取り組みも多数あ
ると考えられる。もちろん、より発展している外国はある
だろうが、日本も捨てたものではない。多くの医療者が
IT を推進できる時代になりつつあるので、現場の IT を支
援できる国であることを強く期待したい。

遠隔医療学会も今後の流れに応じて、先進的な取り組み
を取り上げる場、そうした取り組みを紹介する場になって
ゆくことを期待するし、そのために、非力ながら貢献した
いと考えている。
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Abstract：This study is intended to determine the current utilization status of virtual slides (VS) in Japan and 
the standardization of related procedures.  For the first purpose, we have conducted a questionnaire survey 
on utilization of VS in departments of pathology in universities, university hospitals, and other authorized 
hospitals in 2010.  Its results show that 28% of these facilities are using VS, and the number of VS-scanned 
specimens is growing almost doubling a year.  Respondents rated highly the use of VS for education and 
its effects on joint ownership of information in medical teams.  Specimen-scanning speed, cost, size of 
instruments, image-server storage space, and ease of operation of VS were pointed out as potential areas 
of improvement.  Standardization is one of the key issues for the development of VS instruments and the 
construction and operation of pathology-department systems.  Similar to the results of our 2011 study, we 
found that organizations such as IHE (Integrating the Healthcare Enterprise), DICOM (Digital Imaging and 
Communication in Medicine), and JAHIS (Japanese Association of Healthcare Information Systems Industry) 
are promoting VS-related standardization and have published standard documents, and also that VS vendors 
are preparing to carefully apply these standards to their products.  This study shows that developments in 
VS might in the near future require pathologists to alter their workflow, employ systems based on the IHE 
technical framework, and/or to archive pathology images into integrated hospital PACS (Picture Archiving and 
Communication Systems) based on the DICOM standard.

Keywords：virtual slide, whole slide imaging, telepathology, IHE, DICOM
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バーチャルスライドの利用と標準化に関する調査報告

要旨

本研究は、バーチャルスライド（以下、VS）の普及状
況と標準化動向の把握を目的として、2010 年度および
2011 年度の厚生労働科学研究費補助金・がん臨床研究事
業バーチャルスライド研究班（班長：澤井高志）の分担研
究として実施した。
2010 年度には VS 利用の現況把握のため、大学病理

学講座・大学病院および日本病理学会認定病院を対象と
してアンケート調査を実施した。その結果、VSは全体の
28％の施設で稼働中であり、教育・実習やカンファレン
スなどで利用が多いこと、取り込み標本数は 2009 年に
は 8万件を超えたことなどが明らかになった。VSの評価
は、学生等の病理診断への関心を高めることや教育、チー
ム医療への貢献などで高かった。一方、改善課題として、
取り込みの高速化、低価格化、画像の圧縮・記憶装置の大
容量化、操作性の改善、小型化などが指摘された。また、
8割以上の病理医がモニタ画面での観察は将来とも組織診
断や細胞診断では補助的であると考えていることが判明し
た。
2011 年度は VS に関わる標準化活動をレビューし、
Integrating the Healthcare Enterprise（以下、IHE）、
Digital Imaging and Communication in Medicine（以下、
DICOM）、保健医療福祉情報システム工業会（Japanese 
Association of Healthcare Information Systems 
Industry：以下、JAHIS）等の活動状況と成果をまとめた。
さらに、標準化への対応状況や VSの解決課題につき VS

ベンダ 7社を対象にアンケート調査を実施した。そのう
ち 5社より回答が得られ、各社はDICOM規格への対応
を進めていることが判明した。
これらの結果から、普及期を迎えたVSは、その標準化

の進展により普及を加速するとともに、病理部門ワークフ
ローの革新や VS画像等の病理画像の院内 PACS への統
合等の効果をもたらすものと考えられる。

1. 目的

病理分野では、1990 年代よりテレパソロジー（以下、
TP）や病理部門システムの利用が拡大してきた。その後、
デジタル画像技術の発展とハードディスク装置の大容量
化・低価格化に伴い、病理標本全体を高倍率で撮影し、デ
ジタル画像として保存し、モニタ画面を利用して標本観察
を行うVSが登場し、様々な利用が始まっている。
われわれは、病理分野における Information and 

Communication Technologies（以下、ICT）利用状況
の全国規模調査を過去 2回（2005 年、2007 年）実施し
てきた 1)-7)。そこで、その後の ICT利用の進展と VS利用
状況の現況を把握することを目的として、調査を計画した。
定期的にこうした調査を実施し、その利用状況を報告する
ことは、今後の政府や関連学会における施策立案にも有用
と考える。
また、医療情報分野では標準化活動が進展し、Health 

Level 7（以下、HL7）や DICOMの規格を実装したシス
テムが増えている。IHE ではより低コストで確実な情報
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システムの統合実現を目指し、これら標準規格の適用ガイ
ドラインが作られ、コネクタソンにより相互接続性・相互
運用性が検証されている。標準化は病理分野でも行われて
おり、VSを対象としたDICOM規格も制定された 8)-10)。
これらの標準化活動は、今後の病理部門のシステム構築や
運用に多大な影響を及ぼすと考えられ、その動向とベンダ
の対応状況を把握整理することも併せて必要であると考え
る。
そこで、病理分野における ICT 利用の状況と標準化と

その対応状況を把握することを目的として本研究を実施し
た。
なお、本研究は 2010 年度および 2011 年度の厚生労
働科学研究費補助金・がん臨床研究事業バーチャルスライ
ド研究班（班長：澤井高志）の分担研究として実施したも
のである。

2. 方法

本研究は二年に分け、2010 年度はユーザ調査を、
2011 度は標準化動向とベンダ調査を実施した。

2.1 ユーザ調査（2010年度）
VS のユーザである病理医を対象として、アンケート調

査を実施した。その対象施設は、全国の大学病理学講座・
大学病院（283施設）および日本病理学会認定病院（376
施設）である。調査票は各施設に郵送し、郵便により回収
した。
調査票における質問項目は以下のとおりである。

（1） 回答施設・回答者について
（2） 病理部門の IT（Information Technologies）化状況
（3） 病理部門の人的体制と業務負荷状況（診断件数）
（4） VS の利用状況（導入年、仕様、用途、設置場所、閲

覧場所など）
（5） VS の運用・利用の評価

（6） 病理関連業務のVSモニタ観察への移行可能性
（7） VS の解決課題
なお、本調査の実施に当たっては倫理面への配慮として、

回答内容に関する確認の問合せの可能性もあり、施設名、
回答者氏名と職名の記載を求めたが、集計・分析の際には
個人特定情報を一切使用しなかった。

2.2 標準化動向とベンダ調査（2011年度）
VS に関わる IHE、DICOM、JAHIS 等における標準化

状況をレビューし，さらに標準化への対応状況等をVSベ
ンダを対象にアンケート調査を実施した。対象ベンダは
7社で、日本国内で VS に関わる事業を行っている海外
企業日本法人 3 社（Aperio Technologies、Carl Zeiss 
Micro Imaging、Leica Micro Systems；アルファベット
順）と日本企業 4社（Claro、Hamamatsu Photonics、
Olympus、Sakura Finetech Japan；アルファベット順）
である。
調査事項は以下のとおりである。

（1） VS に関わる事業内容と製品の特徴
（2） 標準化への対応方針
（3） VS の解決課題と今後の利用領域

3. 結果

3.1 ユーザ調査結果
3.1.1 アンケート回収状況
大学・大学病院 125 施設、日本病理学会認定病院 147

施設の合計 272 施設から回答を得た。回収率は 47.8%
であった。

3.1.2 病理部門の人的体制
常勤病理医の勤務状況を集計した結果を【図 1】に示す。

回答施設中 35%を超える 97施設で常勤病理医が 1人と
なっており、2人以下の施設は回答施設全体の57%であっ

【図1】病理部門の人的体制（常勤病理医の分布） 【図2】病理部門の診断業務件数の推移 (2005年 =100)

【表 1】病理部門の業務負荷状況

2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年

組織診症例数 1,542,008 1,585,366 1,625,218 1,637,461 1,693,460

細胞診症例数 1,812,726 1,821,158 1,884,446 1,861,357 1,876,989

術中迅速診断症例数 75,298 78,609 75,376 84,469 88,006

剖検数 8,443 7,724 7,356 6,981 6,335

テレパソロジー実施件数 1,244 1,362 1,326 1,623 1,719

- 32 -



Japanese Journal of Telemedicine and Telecare　Vol.8（1）　21

た。

3.1.3 病理部門の業務負荷状況
2005 年から 2009 年までの 5年間の組織診、細胞診、
術中迅速診断、剖検およびテレパソロジーの実施件数の集
計結果を【表 1】に示す。
これらを 2005 年の各件数を 100％として、5年間の推
移をグラフ化したものを【図 4】に示す。組織診は 2009
年に 109.8％、細胞診 103.5％、術中診断 116.9％とそ
れぞれ増加傾向にあるが、剖検は 75.0％と減少していた。
また、TP実施件数は 138.2 と増加を示した。

3.1.4 病理部門のIT化状況
2010 年の病理部門の IT 化状況集計結果を【図 2】に
示す。臨床検査システムおよび病理部門システムは同年度
中の稼動予定を含めると、それぞれ 234、241 施設で、
普及率はともに 85%を超えていた。TPシステムは、依
頼側 10、観察側 40 設で稼動しており、2010 年度中の
稼動予定施設が、依頼側 36、観察側 1であった。

3.1.5 VSの導入状況
2010 年現在の VSの導入施設数は、稼働中 75 施設、

同年度内導入予定 8施設、導入済みで非可動施設が 5施
設であった。これを導入年別に集計した結果を【図 4】に
示す。

3.1.6 VS標本取り込み状況
2005 年から 2009 年にかけて、VSに取り込まれた標

本数合計値の推移を【図 5】に示す。年々倍増の勢いで増

加し、2009 年には 8万件を超えたことが明らかとなった。

3.1.7 VSの用途
VS の用途は複数選択式で回答を得た。用途毎にその回

答数を集計し、降順に並べた結果を【図 6】に示す。教育・
カンファランス・学会発表などが上位を占め、診断業務や
患者説明などの臨床的用途は順位が低い結果となった。

3.1.8 VSの評価
VSの評価を集計、「貢献している」と「多少貢献している」

の回答合計数の降順に項目を並べた結果を【図 7】に示す。
肯定的評価が 50％を超えたのは、「医学生・研修医の病理
診断に関する関心を高めるのに貢献」が筆頭で、「病理診
断医の育成・教育に貢献」、「貴部門のチーム医療に貢献」、
「細胞診断医の育成・教育に貢献」であった。一方、「患
者・家族の満足度や信頼感向上に貢献」、「患者・家族のイ
ンフォームドコンセントに貢献」は下位の評価であった。

3.1.9 VSモニタ診断の可能性
モニタ診断が主流になるかとの問いについて、集計結果

は以下のとおりであった。図 8に「モニタ観察が主流に
なる」の回答数の降順に項目を整理した結果を示す。「患
者・家族へ説明」、「学会発表」、「CPC／カンファレンス」
はほぼ半数の回答者が「モニタ観察が主流になる」と回答
した。しかし、「術中迅速診断業務」や「細胞診断業務」
では大半が「今後もモニタ観察は補助的」と回答した。

3.1.10 VSの改善課題

【図3】病理部門の IT 化状況

【図5】VS取り込み標本数の年次推移

【図4】VSの年次別導入件数と累積設置台数推移

【図6】VSの用途
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VS の課題・改善要望事項に関する回答を集計し、その
項目を回答数の降順に並べた結果を【図 9】に示す。「取
込速度高速化」、「低価格化」、「記憶容量増大、圧縮技術の
向上」が上位項目であった。

3.2 標準化動向及びベンダ調査
病理分野に関わる標準化動向については、筆者が参画し

ている日本 IHE 協会病理・臨床細胞委員会の活動記録を
中心に整理した。また、標準化に関わるベンダ調査は、対
象 7社のうち 5社から回答を得たが、このうち VSを自
社開発しているのは 4社であった。

3.2.1 標準化の動向
病理診断部門及びVSに関わる標準化の概況は以下のと

おりである。
（1）DICOM：病理部門を対象としてWorking Group-26
が活動している。病理標本の管理に関する Supplement 
122 および VS画像の管理に関する Supplement 145 の
制定実績がある。
（2）IHE：Anatomic Pathology 委員会が活動している。
病理診断の基本ワークフローを定義し、これを実現するた
め関連するサブシステム間の通信仕様を定めたAnatomic 
Pathology Technical Framework Volume 1 お よ び 2
が作成された。さらに Supplement として、Anatomic 
Pathology Reporting to Public Health、Anatomic 
Pathology Structured Reports を制定した。
わが国においては、日本 IHE 協会の病理・臨床細胞委

員会および JAHIS の病理・臨床細胞部門システム専門委
員会が、上記の国際標準化活動への国内意見の取りまとめ
や会議参加、国際標準ドキュメントの日本語翻訳、国内向
けの標準対応実装ガイドの作成やその普及活動を行ってい
る。

3.2.2 VSベンダの標準化対応
VS ベンダの VS画像のDICOM規格化への対応につい
ては、「開発完了」が 1社、「開発中」が 4社であった。一方、
IHE対応病理部門システムとの連携については、「対応す
る」が 1社、「情報収集中」が 2社、1社は「対応計画なし」
であった。

3.2.3 VSベンダのVS課題認識
VS の改善課題やその用途について集計した結果を【表

2】および 3に示す。なおこれらは、各回答の◎（優先度
が高い）、○（中程度）、△（低い）、×（考慮する必要なし）
に、それぞれ 5点、3点、1点、0点のみを付けて集計した。
表 4は、VSの用途に関する集計結果で、矢印の左が現

在の用途、矢印の右が近未来における用途を示す。点数の
集計方法は改善課題、用途と同様である。

4. 考察

4.1 病理部門の人的体制と負荷状況
日本病理学会によると、病理専門医は 2011 年 9 月 1

日現在の 2,128 名である 11)。今回の調査では、【図 1】に
示したように、常勤病理医不在病院が 3施設（1％）、常
勤病理医が一人（ひとり病理医）の病院が 94施設（34％）
であった。病理専門医の不足と偏在はかねてより指摘 1)-3)

されてきたが、その状況にはほとんど変化は認められな
かった。
2005 年から 5年間の病理医の業務量の推移【図 2】を

みると、組織診断、細胞診断とも増加傾向にあり、とりわ
け術中迅速診断の増加が著しいが、剖検の急速な減少傾向
にも以前の調査と同様の傾向であった。また、TP実施件
数の増加が持続していることから、TPは常勤病理医の確
保困難を補う役割として利用が定着してきていると考えら
れる。

4.2 病理部門のIT化とVSの導入状況
図 3の病理部門に関連する IT 化状況より、病理部門シ

ステムはその普及率が 85％を超え、臨床検査システムと
同等レベルとなったことが判明した。また、TPの依頼側
端末の新規導入（2010 年度中の稼働予定）が 36施設も
あったことは、常勤病理医不在施設における術中迅速診断
やひとり病理医施設に対するコンサルテーションのニーズ
の高いことを示唆するものと考える。
一方、【図 4】の VS 導入状況で 2007 年～ 2009 年に

導入施設が多かったのは、この期間に厚生労働省が実施し
たがん医療均てん化事業のVS導入補助金の効果と考えら
れる。VSの稼働中施設は 2010 年中の導入予定を加える
と 30%を超えることが明らかとなった。また【図 5】の
VSへの取り込み標本数も毎年2倍近い伸びを示しており、
VSは初期評価の時期を過ぎ、普及期に入ったと考えてよ
いであろう。

4.3 VSの用途と課題

【図7】VSの評価 【図8】モニタ診断は標本観察の主流となるか
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VS の用途【図 6】は、教育・カンファランス・学会発
表などで利用が進み、診断業務や患者説明などの利用はま
だ進展していないことが判明した。VSのモニタ画面で複
数の観察者が同時に観察できる利点が評価されたものと考
える。
VSの業務への貢献評価【図 7】では、評価が高かった
項目は「医学生・研修医の病理診断に関する関心を高める
のに貢献」、「病理診断医の育成・教育に貢献」、「貴部門の
チーム医療に貢献」、「細胞診断医の育成・教育に貢献」で
あった。VSは光学顕微鏡の利用が不得手な臨床医や学生
が病理標本を観察する場合などに重用されていることを示
すものと思われる。一方、「患者・家族の満足度や信頼感
向上に貢献」、「患者・家族のインフォームドコンセントに
貢献」は高い評価を予想したが、下位であった。これは、
病理医が直接患者に説明することがまだ定着しておらず、
こうした用途での利用が進んでいないためとも考えられる。
「モニタ診断が標本観察の主流になるか」との問いに対し
て、【図 8】に示したように、「患者・家族へ説明」、「学会
発表」、「CPC／カンファレンス」はほぼ半数の回答者が「モ
ニタ観察が主流になる」と回答した。しかし、「術中迅速
診断業務」や「細胞診断業務」では大半が「今後もモニタ
観察は補助的」と回答した。細胞診断での期待度が低かっ
たのは、細胞標本は細胞集塊の厚みが対物レンズの焦点深
度に比べて大きいため、焦点位置を変更したVS画像の取
り込み機能が必要とされるが、それが実用レベルに到達し
ていないことを示すものと思われる。
VSを利用して観察するには、標本画像の取り込み完了
が前提となるため、従来の病理診断業務フローの見直しが
必要となることはいうまでもない。また、VSの改善課題【表
2-4】として、標本取り込み時間の短縮や画像の解像度な
どに加え、装置の小型化、サーバの保存容量などが指摘さ
れ、ベンダの努力が求められている。

4.4 標準化への対応
病理部門システムは電子カルテやオーダリングシステム
等病院情報システム（以下、HIS）と接続され、オーダや
報告の情報交換行うが、その接続仕様は導入施設毎に個別
協議で決定されてきた。病理部門システムとHIS の接続
標準化のため、IHE 病理テクニカルフレームワークが制
定され、JAHIS ではその実装のために、病理・臨床細胞デー
タデータ交換規約が制定された。これらの成果を検証する
ためにも、標準化に対応したシステムの市場導入が望まれ

る。
従来、病理画像は病理部門システムで保存するなど、部

門内に閉じた運用管理がなされることが多かった。一方、
病理標本管理やVS画像のDICOM規格に対するベンダの
対応も進みつつあることから、近い将来病理画像も院内
（Paicture Archiving and Communication System）に

【図9】VSの課題・改善要望事項 (2010年ユーザ調査 )

【表2】VSスキャナの課題認識 (ベンダ )

順位 項目 点

1 画像の 1枚当たりの取込時間の短縮 11

2 DICOM対応とPACSとの接続・画像格納 11

3 画像解像度の向上 9

4 焦点不良等の欠陥の無い画像の取込み 9

5 導入しやすい価格 9

6 電子カルテやオーダリングシステムとの接続に
よる患者情報の交換 9

7 病理部門システムとの接続による標本情報の交
換 9

8 連続処理できるスライドの枚数の増大と容易な
脱着 7

9 装置の小型化、設置面積の省スペース化 7

10 消費電力の低減 7

11 画像取込のターンアラウンドタイムの短縮 5

12 像取込のための操作の簡易化・省力化 5

【表3】VSサーバ ･ビューワの課題認識（ベンダ） 

順位 項目 点

1 画像解析等による診断支援機能 13

2 画像の保存枚数（ディスク容量）の拡大 11

3 他社のＶＳとの画像の互換性、相互運用性 11

4 使いやすさ、操作性 11

5 厚生労働省のガイドライン等の情報セキュリ
ティへの対応 11

6 電子カルテやオーダリングシステムとの接続に
よる患者情報・診断情報の交換 9

7 病理部門システムとの接続による標本情報・診
断情報の交換 9

8 ＤＩＣＯＭ規格対応とＰＡＣＳ画像（放射線画
像や内視鏡画像など）の参照 9

9 どこからでも画像参照のできるネットワーク対
応機能 9

10 消費電力の低減 9

11 導入しやすい価格 7

12 モニタの色較正など色再現性の向上 5

13 システムの小型化、設置面積の省スペース化 5

【表4】VS用途のベンダの認識

用途 現在→将来

症例の保存・アーカイブ 13→ 15

術中迅速診断（ローカル診断）業務 8→ 13

大学での学生教育・実習 13→ 13

術中迅速診断（遠隔診断）業務 4→ 11

ルーチンの組織診業務 7→ 10

組織診のコンサルテーション 15→ 10

細胞診のコンサルテーション 6→ 8

学会発表や学会での研修・交見会 11→ 8

ルーチンの細胞診業務 6→ 6

症例の保存・アーカイブ 13→ 15
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放射線画像等と統合管理されると考えられる。また、VS
を診断業務に利用するためには、新たにVS画像の取り込
み作業が加わることから、病理業務のワークフローの見直
しが必要になると考えられる。
VS の普及には標準化は重要である。IHE 対応や

DICOM規格や JAHIS データ交換規約等の実装をベンダ
に促すためにも、ユーザである病理医に対する標準化の啓
蒙活動を継続する必要があろう。

5. 結論

VS は複数人がモニタ画面で同時観察できることから、
教育やカンファレンスを中心に利用が拡大していることが
判明した。VSに取り込まれる標本数も急激に増大し、VS
は普及期を迎えたが、ユーザからは取り込みの高速化や装
置の小型化、低価格化、画像サーバの保存容量などの課題
が提起されている。一方、光学顕微鏡の取り扱いに手馴れ
た病理専門医の多くは、細胞診断等へのモニタ診断の適用
には慎重な様子がうかがえた。VSや病理部門システムの
IHE や DICOM等標準化の進展は病理画像の院内 PACS
への統合化や病理部門ワークフローの革新をもたらすと考
えられる。
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研究協力者 九州大学医学部附属病院 准教授 中島直樹

研究協力者 香川大学医学部附属病院 教授 横井英夫

研究協力者 利根中央病院 外科部長 郡　隆之

研究協力者 太田病院 理事長 太田隆正

研究協力者 川崎高津診療所 院長 松井英男

研究協力者 群馬大学医学部附属病院医療情報部 長谷川高志 研究事務局
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研究協力者 (株）NTTデータ経営研究所 岸本純子 研究事務局

研究班員リスト
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調査協力者リスト

対象 施設名 役職
氏名(敬称

略）
注記

テレパソロ
ジー

群馬大学医学部附属病院 准教授 平戸純子

テレパソロ
ジー

群馬大学医学部附属病院 助教 宮永朋実

テレラジオロ
ジー

群馬大学医学部附属病院 准教授 天沼　誠

テレラジオロ
ジー

群馬大学医学部附属病院 医員 新井　清和

テレパソロ
ジー

高崎健康福祉大学 教授 東福寺幾夫

モニタリング ケルコム㈱
代表取締
役

野口清輝

遠隔診療 小笠原内科（岐阜県岐阜市） 院長 小笠原文雄

遠隔診療 阿新診療所（岡山県新見市） 院長 山口義生

テレラジオロ
ジー

㈱イリモトメディカル
代表取締
役

煎本正博

地域医療 香川県庁　医務国保課 主任 宮崎芳子

地域医療 香川県庁　薬務感染症対策課 課長補佐 井上喜美子

地域医療 旭川医科大学 教授 守屋潔

地域医療お
よび全般

長崎大学 教授 本多正幸

地域医療お
よび全般

九州大学 准教授 中島直樹
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平成 25年 3月 15日 

厚生労働省遠隔医療研究班 調査実施報告 

 
１．班会議・検討会 

日程 議題 出席者(敬称略) 
2013年 2月 14日（木） 報告作成方針検討会 

 
酒巻哲夫、長谷川高志
(群馬)、米澤麻子、岸本
純子（NTTD経営研） 

2013年 3月 4日（月） 報告作成方針検討会（第二
回） 
 

長谷川高志(群馬)、米澤
麻子、岸本純子（NTTD経
営研） 

 

 
２．専門家の訪問調査 

調査日 訪問先 対象者 対象事項 

2012年 12月 13日 群馬大学医学部附属病院 平戸准教授、宮永助教 テレパソロジー 

2012年 12月 13日 群馬大学医学部附属病院 天沼准教授、新井医員 テレラジオロジー 

2013 年 1 月 9 日 高崎健康福祉大学 東福寺教授 テレパソロジー 

2013 年 1 月 17 日 ケルコム㈱ 野口代表取締役 モニタリング 

2013 年 1 月 28 日 ㈱イリモトメディカル 煎本代表取締役 テレラジオロジー 

2013 年 2 月 5 日 小笠原内科（岐阜県岐阜市） 小笠原院長 遠隔診療 

2013 年 2 月 12 日 阿新診療所（岡山県新見市） 山口院長 遠隔診療 

2013 年 2 月 21 日 香川県庁 医務国保課 宮崎主任 地域医療 

2013 年 2 月 21 日 香川県庁 薬務感染症対策課 井上課長補佐 地域医療 

2013 年 2 月 28 日 旭川医科大学 守屋教授 地域医療 

2013 年 3 月 7 日 長崎大学 本多教授 
地域医療および全

般 

2013 年 3 月 8 日 九州大学 中島准教授 
地域医療および全

般 

 
 
５．学会 

日程 学会名・開催場所 参加者(敬称略) 

2013年 2月 15～16日 
JTTAスプリングカンファレ

ンス 2013 

酒巻哲夫、森田浩之、辻
正次、太田隆正、本多正
幸、郡隆之、東福寺幾夫、
齋藤勇一郎、長谷川高志 
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1

2012年度厚労科研、追加調査年度厚労科研、追加調査
H24-特別-指定-035

「遠隔医療の更なる普及・拡大方策の
検討のための調査研究」

2013年2月16日2013年2月16日

群馬大学

長谷川高志

研究班員（主任・分担研究者）

• 主任研究者：酒巻哲夫（群馬大学医学部附属
病院）病院）

• 分担研究者：斉藤勇一郎（群馬大学医学部附
属病院）

• 事務局： 長谷川高志

• 短期間の研究なので、事務負担を減らすため
に分担研究者を限定した。
月から 研究班 分担研究者 皆様には• 4月からの研究班の分担研究者の皆様には

「研究協力者」としてご支援いただいていま
す。
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2

背景と目的

• 現状と課題

– 遠隔医療の伸びは期待に比べて遅かった。

抑制要因（医師法等）を解決した結果 規制を要因と言えなくなった– 抑制要因（医師法等）を解決した結果、規制を要因と言えなくなった。

– ICT側の技術的課題やコストの多く解決され、技術研究が有効策ではない。

– 診療報酬化への具体的で有効な提案も少なかった。（欲しい！だけでは）

– 遠隔医療の定量的実態も捉えきれていない。（誰が取り組みたいのか？）

– 実施可能な遠隔医療の洗い出し、実情把握と推進方策検討が課題であ
る。

• 研究目的

– 遠隔医療の実態を捉える。

遠 推進 プ 各 専 究 促進– 遠隔医療推進に必要なステップを示し、各領域の専門研究の促進を狙う。

– ロードマップを作り、社会的推進体制を検討するための予備調査を行う。

– 来年度以降の研究でロードマップを作る。

– ロードマップの遂行は各領域の専門研究者に任せる。

• 有効性検証等 大規模疫学的研究、専門学会による中医協などへの提
案、従事者育成など

ロードマップのための調査項目

• 遠隔医療により解決される医療提供上の課
題や適用対象（疾病 地域 患者）題や適用対象（疾病、地域、患者）

• 実施手法（医学的手段）

• 効果のエビデンスと実証手段や実証状況

• 運用体制（関係職種の役割や仕事の流れ）

普及状況と手段• 普及状況と手段

• 関連制度や財源（診療報酬、他）

• 関係者・団体と役割や権利、能力
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研究方法

• 様々な遠隔医療に対する現状調査
– 識者ヒヤリング（医療者、産業界）
– 各種データベース（厚労統計等）の検索と分析– 各種デ タベ ス（厚労統計等）の検索と分析

• 調査対象
– テレラジオロジー：医療者、事業者
– テレパソロジー：医療者、医療情報研究者
– モニタリング（血圧、血糖値、SpO2他）：医療者、事業者
– 遠隔診療：在宅医療関係者

• 調査項目
– ロードマップ調査項目を元に実情を調べる。

– 現行医療体制の中での状況（活用の可否 地域差 関連学会の扱い 診療現行医療体制の中での状況（活用の可否、地域差、関連学会の扱い、診療
報酬等々）

– 調査の過不足、情報が揃わないところなども洗い出す。
– 網羅的調査ではなく、まず情報が得られるところから調べる。
– 非定形、非構造的調査とする。
– 「必要」と訴える意見の数を集めるだけでは、進め方がわからない。

研究結果
（中間結果：調査訪問先）

• テレパソロジー
– 群馬大学医学部附属病院病理部

高崎健康福祉大学 東福寺教授– 高崎健康福祉大学 東福寺教授

• テレラジオロジー
– 群馬大学医学部附属病院放射線科

• （（株）先進医療画像解析）

– （株）イリモトメディカル
– 某医科大学放射線科

• バイタルモニタリング
– ケルコム株式会社ケルコム株式会社

• 地域（へき地）医療
– 岩手医科大学（厚労科研班報告会）

• 継続中。。。。
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厚生労働統計にみる
遠隔医療の概況 （実施施設数）

4000

遠隔医療施設数の推移（全国）

500

1000
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2000
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3500

在宅療養支援

遠隔病理診断

遠隔画像診断

年度
遠隔画像

診断
遠隔病理

診断
在宅療養

支援
0

2005 2008 2011 2005 1743 420 968

2008 1787 388 88

2011 2403 419 560

中間報告について

• 非構造的な聞き取り結果である。

現時点で無理に構造を付ければ 肝心なこと• 現時点で無理に構造を付ければ、肝心なこと
を無視・読み飛ばす危険が非常に高い。

• 個別のエピソード列記を主体とする。

• 単純な規制をぶっ飛ばせ！式の問題指摘で
はない。

「何を改善 改革すべきか」 具体案が無い– 「何を改善・改革すべきか」、具体案が無い。

• この調査は、本格的な調査や検討を考えるた
めの材料として考えていただきたい。
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遠隔医療全般の現状と課題

• 数が捉えられない。
– 実施している施設数を精度良く捉えられない。

• 提供者（専門医側） 利用者（一般医）のデータが欲しい• 提供者（専門医側）、利用者（ 般医）のデ タが欲しい。
• 商用テレラジオロジーなど、医療施設以外の実施者を捉えられない。

– 実施件数を捉える仕組みが不足

• 診療報酬の実績が捉えられない。
– 各遠隔医療での請求が、院内での請求と区別が付かない。

• 例：ある患者の画像管理加算２の請求はテレラジオロジーによるものか？

• 法的状況が知られていない。
– 2011年3月31日の医師法20条解釈通知を知らない方がいる。
– 2011年3月23日事務連絡（被災地の電話再診での処方など）と混同している

医療情報関係者さえ る 事務連絡が遠隔医療 解禁と思 ん医療情報関係者さえいる。この事務連絡が遠隔医療の解禁と思いこんでい
る？（この事務連絡の期限は切れた）

• 診療報酬との関係が知られていない。
– 診療報酬を法的規制と思いこんでいる方が少なくない。
– 診療報酬を遠隔医療関係者のみで決められると思いこむ人がいる。
– 診療報酬以前に、どのような診療形態か、考えていない方も少なくない。
– 診療報酬も「重要なシステム」である。

厚生労働統計のための調査票
【参考】

• 医療施設静態調査

病院票 般診療所票– 病院票／一般診療所票
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遠隔医療で請求できる診療報酬項目

• DtoP 遠隔診療 （外来診療料ではない）
– 再診料 A001（電話再診扱い）

• Dt D 遠隔医療（テレラジオロジ ）• DtoD 遠隔医療（テレラジオロジー）
– 画像管理加算１ （E001,E004,E102,E203)
– 画像管理加算２ （E102,E203)

• DtoD 遠隔医療（テレパソロジー）
– 術中迅速病理組織標本作製 (N003 )
– 術中迅速細胞診(N003-2)

• DtoNtoP 喘息治療管理料
– 特定疾患治療管理料 (Ｂ001,16)
– 重度喘息である20歳以上の患者

• 携帯型発作時心電図記録計使用心電図検査(D212-2)

・大半が遠隔医療独自の報酬
や加算ではない。

・遠隔医療でも、通常診療で
の報酬額を請求できる。

・そのために遠隔医療で請求
したか、区別できない。

携帯型発作時心電図記録計使用心電図検査(D212 2)
• 心臓ペースメーカー指導管理料

– 特定疾患治療管理料（Ｂ001,12）遠隔モニタリングによる場合（遠隔専用）

• DtoDtoP 眼科検査
– 精密眼底検査(D255)
– 汎網膜硝子体検査(D255‐2)
– 眼底カメラ撮影(D256)
– 細隙燈顕微鏡検査(D257)

テレラジオロジーの現状と課題

• 普及が進んでいる。新たに取り組む医師が少なくない。認知されている。
• 機器や通信は安価・手軽になっている（ITに詳しくない医師がテレラジオロジーで開業・起業で

きる）
• 実施施設、件数を捉えられない。

– Ｅ203 コンピューター断層診断（450点）によるテレラジオロジーが多い。（商用テレラジオロジーは、こち
らを財源とする）

– E203を画像管理加算2と無関係に遠隔医療に用いていることは、関係者以外で知らない人が多い。（著
名な医療ITの研究者が大規模事業者に所属していた筆者の説明を否定したことがある）

• 画像管理加算2は諸刃の剣？
– 施設基準を満たす病院の放射線科医の院内の読影作業負担が大。
– テレラジオロジーであれ、これ以上の読影作業の余裕が無い場合がある。

– そもそも単独読影医の開業向きではない。取り組む医師の場を狭めている（読影料に依存するモチ
ベーション）

– 施設の大小ではなく、読影医の技能を重視して欲しい。

• 読影の質の確保が重要読影の質の確保が重要
– 質を管理する体制に不満がある（？）

– 今のままでは、海外の安価な読影に負けることもありうる。（諸外国の読影も、欧米学会に投稿できる
医師達が扱い、品質に差異が無くなる）

• 関係者（学会）
– 日本医学放射線学会（保険委員会、電子情報委員会）
– 日本放射線科専門医会・医会
– テレラジオロジーの診療報酬の拡大等の活動は盛んではない。

• 放射線科医の課題は遠隔医療だけではない（他に優先度が高い課題が多い。新規診断機器への報酬等）
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テレパソロジーの現状と課題

• 普及が進んでいる。認知されている。
– ただし医師不足で新たに取り組む人が多いか 不明ただし医師不足で新たに取り組む人が多いか、不明。

• 他の遠隔医療と同様に実態を捉えられない。
– 術中迅速病理組織標本作製料 (N003 )は、遠隔医療専用ではない。
– 上記報酬の施設基準が厳しい（単独開業の病理医は対象にならない）

• 注！ 病理科を標榜した開業は可能である。

• 病理医の人数が少なすぎる。
– 遠隔医療での効率化でも、全くカバーできない。
– 現状の病理医数での限界に来ている？

• 運営は簡単ではない。
– 医師と技師が双方の施設に必要で手順も単純ではない。それらに耐えられる施設しか実

施できない施できない。

• 対象は広がるか？
– 術中迅速病理診断以外の対象は考えにくい。

• 関係者
– 病理学会（業務委員会）および日本テレパソロジー・バーチャルマイクロスコピー研究会

• 現在の診療報酬等への態度
– 遠隔医療に関する最近の活動は無い。（現状で満足？）
– 遠隔加算でないと、遠隔側施設への支払根拠が弱い。

遠隔診療（テレビ電話診療等）
の現状と課題

• まだまだ現場の認知は低く、底辺が広がらない。
– 在宅医療に熱心な医師の中に、遠隔診療の価値を認めない人が少なくない。

» かなり根強い否定に頻繁に遭遇する。
手法がまだまだ知られていない（？） 新たに取り組む医師に敷居が高い（？）– 手法がまだまだ知られていない（？）。新たに取り組む医師に敷居が高い（？）。

– 医師以外の職種（特に看護師）が取り組むことが欠かせない。
– 遠隔診療を主導する医師が、地域のイニシアティブを持つ医師でないと、進めにくい。

• 診療報酬に関する検討が不足している。
– 再診料（現行）

» 処方せん発行、特定疾患指導管理料などの加算がつかない。
» ２００床以上の病院での外来診療料と再診料は異なる。

– 訪問診療料か？ 往診料か？ 価値ある対象への検討が不足
» 在宅時医学総合管理料は月２回以上の訪問が条件、これと抵触しないか？
» 訪問看護料と同日の遠隔医療実施が可能か？（算定に制限があれば、支援が無い）

– 診療報酬を決める要素が理解されていない。
» 医師、医療機関側のコストは算定根拠の主因ではない。» 医師、医療機関側のコストは算定根拠の主因ではない。
» 患者価値として、対面か？ 遠隔か？
» 高額なコストを示せば、「高価なら重症患者」と対象が狭まることにつながる。

– 日本遠隔医療学会は内保連・外保連に加わっていない。（痛い！）
» 診療報酬に関する提案ノウハウが不足。

• 意識合わせをすべき関係者
– 日本遠隔医療学会などICT側の医療者が代表的プレーヤーではない！
– 日本在宅医学会など、主となる関係者がいる。（遠隔医療学会は副プレーヤー？）

» この学会は、医療情報学会や遠隔医療学会と遠い！
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モニタリングの現状と課題

• モニタリングとは？
– 心電図、血圧、血中酸素飽和度、血糖値、呼気量など
– 糖尿病患者、COPD患者、喘息患者、高血圧患者などが対象となる。糖尿病患者、 患者、喘息患者、高 圧患者な 対象 なる。
– 古くからの取り組みは少なくない（筈）

• そもそもの遠隔医療としての枠組みを探る必要がある。
– モニタリングして何をするのか？

• 質を維持しつつ通院間隔を広げる？ （通院の一部を遠隔診療に置き換える？）
• 在宅でのコントロールを良くする？

– モニタリングが遠隔医療として成り立つか？
• 収集したデータを元に往診、訪問診療、外来への呼び出しをできるか？（法的根拠）
• 再診および特定疾患指導管理料などに相当するか？

– モニタリングで医療を提供する体制やシステムを作る必要がある。
• モニタリングしたデータを看護師がスクリーニングするなどの体制が欠かせない。

遠隔での指導なり 管理行為が欠かせない• 遠隔での指導なり、管理行為が欠かせない。
• 単に在宅測定するだけなら遠隔医療ではない（ホルター心電計は遠隔医療か？）
• その体制作りが負担で、取り組むことに敷居が高すぎる？

– 製造者・企業が、体制・運用システムを作れない。医師に構築努力が丸投げされている。

• 海外文献で見ればテレナーシングの対象である。
– テレナーシングとしてのエビデンスは、海外にも多数ある。

– 日本では特定疾患指導管理料の枠で考えるものではないか？ （捉える枠組みが定
まっていない）

– 関係者は日本遠隔医療学会だけではない。主導するできないかもしれない。
• 糖尿病学会、循環器学会、不整脈学会、アレルギー学会、、、、、、

このような検討を行っているか？

• モニタリングを行う体制

看護師医師
モニタリン
グシステム

患者

通院
レポート、電話対応等

測定

監視
報告

・日常の測定は、看護師が管理する。サマリと医師への報告、患者へ
のレスポンスを行う。 通院間の生活指導効果が期待できる。
・喘息で診療報酬がある。

・モニタリングして、次回の通院で用いるなら、遠隔医療ではない。
・通院間に何らかの医療行為を行い、効果があることが必須。
・患者の測定を続けるモチベーション作りが欠かせない。

（反応を示す。異常時に対応する）
・看護師の業務も増える。院内での合意形成
・この体制の構築自体が大きな負担。機器製造者や通信事業者が医
師に代わり、構築できるか？（できない！）
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へき地遠隔医療の現状と課題

• 各地で医師不足の改善のために遠隔医療を検討し
ている（らしい）。

• 失敗例も有る（らしい）。（後述の新聞）

• 日本遠隔医療学会にも問い合わせがあった。（大
分県佐伯市）

• 岩手医科大学では、大学を挙げての地域病院支援
策を研究している。

• 学会員の中でも相談がある。
• 検討の枠組みが定まっていない。

– 地域医療の改善と大学研究がどう絡むか？
– 各自治体はどう検討すべきか？
– 誰が何を検討すべきか？
– 取り組みの枠組みを検討することが望まれる。
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岩手医科大学の取り組み

Ｈ２４年度 厚生労働科学研究費補助金（地域医療基盤開発推進事業）
研究課題：遠隔医療を実施する拠点病院のあり方に関する研究

（課題番号：Ｈ２４‐医療‐指定‐０４９）
成果報告会(公開)

～遠隔医療を活用して健康に生きる～
日時：2013年2月7日（木）第１部 10：00～12：00 第２部14：00～16：30
場所：岩手県民会館 中ホール

• 成果発表 10：00～12：00
コーディネーター：小山 耕太郎氏 岩手医大小児科学講座・教授
口演15分、質疑応答5分、時間厳守
口演１：「陸前高田診療所皮膚疾患遠隔診療」岩手医大皮膚科学講座・准教授 高橋和宏氏
口演２：「県立宮古病院糖尿病遠隔診療支援」岩手医大糖尿病代謝内科分野・准教授 高橋義彦氏
口演３：「岩手県における遠隔病理診断の現状と今後の展望」口演３： 岩手県における遠隔病理診断 現状と今後 展望」
岩手医大病理学講座分子診断病理学分野・教授 菅井 有 氏
口演４：「遠隔画像診断を発展させた岩手県ワイドエリアネットワークによる
画像情報の連携の構築へ向けて」 岩手医大放射線医学講座・教授 江原 茂 氏
ライブ：モバイル環境における超音波動画像遠隔診断 岩手医大小児科学講座・教授小山耕太郎氏

総合的問題（１）

• 日本遠隔医療学会だけで決めきれない課題が少な
くない。
– テレラジオロジー、テレパソロジーなど、一領域の専門

医で決められることさえ、様々な問題がある。

– 遠隔医療と各専門医療の双方で協力する検討が重要
である。

– 各医療と遠隔医療の協議の場が必要？

• 遠隔医療関係者の診療報酬制度に関する経験が
薄い薄い。
– 基本的な考え方が確立されていない。
– 内保連・外保連への未加入
– 疑義解釈申し立てなども未経験
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総合的問題（２）

• 臨床的研究の不足 （現場人材の育成不足）
– いまだに遠隔医療に関する臨床研究が少なすぎる。

• 少数の患者や一施設のみのトライアル、技術導入のみの報告など、医療者に広げるにはガイドライン作りの素材
が少なすぎる。が少なすぎる。

• 遠隔医療の研究者に臨床研究ノウハウの蓄積が足りない。
• 特に機器製造や通信事業の研究者が臨床研究を知らなすぎる。

– 質の高い臨床研究が少なければ、遠隔医療の現場人材の育成も進まない。

• 補助事業等のスキームが遠隔医療推進に合わない。
– 研究や初期設備導入までを支援対象として、運営費用が含まれない。
– 「機器開発」などの「ハコモノ」止まり。「治験」「臨床トライアル」への資金枠が欠如している。

– 本当に必要なのは、治験や臨床トライアルによる「遠隔医療提供体制の構築」なのに、手前で「梯子
が外されている」

– 米国では、へき地での教育・医療などの通信費（利用料金）の減免措置がある。（FCCヒヤリング）

– 日本ではインターネットのヘビーユーザーも、遠隔在宅医療の月２回のみ利用の高齢患者も同じ通
信料金（高齢者に重い負担感）

– 補助金終了と共に消滅する遠隔医療の大きな原因滅

• 遠隔医療提供体制を構築できる人材が不足（指導的人材の不在）
– 国・都道府県・各自治体の各レベルで、高度な人材が欠かせないが、育成されていない。

– 機器製造や通信事業者では、医療制度・臨床トライアル・医療者の体制確立に取り組める人材が欠
如している。

– 医療機関では、通常医療で精一杯で、遠隔医療立ち上げに力を投入できる医師がいない。
– 「遠隔医療専業」の人の数が不足しすぎている。

• 遠隔医療を妨げるのは、規制ではなくて、①人材不足、②事業枠のミスマッチ

まとめ

• 研究よりも調査として、情報を集めることに
専念した専念した。

• 問題点や課題の一端を示した。

• これから精査・整理を進める。

• 調査不足の対象へのヒヤリングも継続す
るる。

• 次年度厚労科研につなげ、遠隔医療発展
のためのロードマップ作成を進める。
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厚生労働科学研究費補助金特別研究事業 

「遠隔医療の更なる普及・拡大方策の検討のための調査研究」 

（H24-特別-指定-035） 

研究班 事務局 

群馬大学医学部附属病院 医療情報部 

 

〒371-8511 群馬県前橋市昭和町３丁目39-15 

Tel: 027-220-8771 FAX: 027-220-8770 

 

http://square.umin.ac.jp/telecare/ 
e-mail: telemed-research@umin.ac.jp 
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